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世界における太陽電池の生産量は各国政府

の後押しが追い風になり，毎年 4割近く増

え，太陽光発電に対する期待が大きく膨らん

でいる。今後，さらに普及拡大を進めるには，

大幅なコスト低減を実現できる技術の開発が

必要である。

富士電機では，低コスト化の可能性が大き

いプラスチックフィルムを基板とした軽量で

量産性に優れたアモルファス太陽電池の開発

に取り組んでいる。

表紙写真は，このフィルム基板アモルファ

ス太陽電池を屋根上に設置し，実証テストを

継続中の（株）富士電機総合研究所の健康増進

センターである。屋根の左半分はガラス基板

で封止した従来型，右半分は瓦張付け建材一

体型の太陽電池である。太陽電池は建物のデ

ザインとマッチし，落ち着いた雰囲気を醸し

出している。
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私達は，20 世紀において企業の経済活動により地球環

境に少なからず悪影響を与えてきました。この地球環境へ

の負の遺産を，21 世紀に解消することが，企業，個人の

責任であり，今後人類が継続して栄えるための重要な役割

であると考えています。

富士電機グループは，1992 年「環境保護基本方針」を

制定し，「環境保護に役立つエコロジー製品・技術をお届

けすること」そして「事業活動そのものが環境に配慮した

ものであること」を基本に，持続可能な社会を実現するた

めに企業活動を通じて社会に貢献してまいりました。2000

年６月には中期経営ビジョン「S 21プラン」を策定，事業

を環境事業，情報事業，サービス事業，コンポ―ネント事

業の四つに集約し，事業コンセプトを世の中が抱える問題

を解決するソリューションビジネスとし，経営資源を集中

させることにしました。その中で，地球および社会全体の

環境に貢献する「環境事業」を重要な柱ととらえ活動を

行っていきます。

私達の環境事業の目的は，大気環境の保全，水環境の保

全，土壌・地盤環境の保全や廃棄物の 3R（Reduce，

Reuse，Recycle），化学物質の環境リスク対策などがバラ

ンスよく機能した社会を目指すものです。

富士電機はさらに環境保全をエネルギー問題ととらえ，

地球環境負荷を低減するためにさまざまなエネルギー課題

を乗り越えることが重要であると考えます。例えば，省エ

ネルギー・新エネルギーによる CO2 削減などがあります。

富士電機は昔からエネルギー機器やシステムの開発に取り

組んでおり，今回の特集で取り上げる太陽電池と燃料電池

は，約 30 年にわたり独自の技術開発を行ってきました。

私達は 20 世紀の負の遺産と同時に輝かしい技術遺産を受

け継いだわけです。

りん酸形燃料電池は，1973 年から研究開発を開始し，

国，電力会社，ガス会社との共同研究の過程を経て商用機

を完成させました。燃料として，都市ガスやごみをはじめ

各種廃棄物から発生するバイオガスなどを使用した無公害

な発電システムを構築し，実用機として現在運転していま

す。富士電機はさらに次世代燃料電池として注目されてい

る固体高分子形燃料電池（PEFC）の開発も行い，オンサ

イト電源として利用することを狙っています。

太陽電池においては，アモルファス太陽電池の開発を

1978 年にスタートさせ，電卓用を商品化（1980 年），現在

では電力用の大容量太陽電池および周辺装置を開発してい

ます。まだ経済性や長期安定運転などの技術課題はありま

すが，将来は CO2 削減に貢献できるものと考えています。

富士電機の太陽電池はプラスチックフィルム上にアモル

ファス太陽電池を成膜し，ふっ素系フィルムあるいはガラ

スで封止したものです。このタイプはフレシキブルなシー

トタイプの太陽電池であり，複雑な形状に細工できたり，

軽量であるので水上や空中に容易に配置できるなど今まで

にない活用の道が開かれるものと期待しています。

環境，エネルギー問題を解決するには，個人レベルでの

活動が求められる時代であり，小さな削減でも，数が集ま

れば大規模な削減となります。海外では，子供の時代から

エネルギーに対する教育がなされていますが，日本ではま

だ十分とはいえません。海外へのエネルギー依存率が高い

私達は子供から大人まで，環境，エネルギーを身近に考え，

行動する時代が来るものと思います。

エネルギーを個人単位で削減するには，自分で発電する

のが一番と思います。よくいわれますが，太陽電池を設置

した家庭では，特に快適さを犠牲にして節電しているとい

う意識をしないでも，自然に使用電力量が少なくなるそう

です。これはエネルギーの重要さを認識して不要な照明，

空調をこまめに消す行動が習慣となり電力消費が減ること

になるからです。目で見える発電，知覚でとらえられる発

電である太陽光発電は最も身近な自分で運転できる発電所

です。

燃料電池も家庭用が実用化され，生ごみをバイオガスに

変えて自宅で燃料電池発電し，無公害でゼロエミッション

家庭を実現することも夢ではありません。

このように企業活動や家庭で個人レベルでの環境とエネ

ルギー問題への取組みを進めることが重要になっています。

太陽電池や燃料電池は現在でも個人レベル，家庭レベルで

利用可能なエネルギーシステムであり，環境問題と個人の

快適な生活を解決する魔法の道具です。富士電機は 20 世

紀から引き継いだ偉大な遺産の価値をさらに高める開発を

進めて社会に貢献する所存であります。

太陽電池・燃料電池特集に
寄せて

伊藤　晴夫（いとう　はるお）
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蟹江　範雄

新エネルギー，省エネルギーのシ

ステム設計・開発に従事。現在，

電機システムカンパニーエネル

ギーソリューション室副室長。電

気学会会員。

中島　憲之

新エネルギー，特に燃料電池のシ

ステム設計に従事。現在，電機シ

ステムカンパニーエネルギーソ

リューション室担当課長。日本化

学会会員。
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まえがき

エネルギー分野を取り巻く環境が大きく変わろうとして

いる。1997 年に京都で開催された「気候変動枠組み条約

第３回締約国会議」（COP3）以降の地球環境保全への取

り組み，電力市場の自由化のためである。

第一・二次石油危機以降，石油代替エネルギーの研究・

利用が盛んになされた。例えば，石炭液化，太陽光発電，

太陽熱利用，地熱発電などである。一般家庭でも，屋根に

太陽熱温水器が設置され，風呂の給湯などに利用され，一

時は，年間 80 万台が設置されるまでに至り，原油削減に

大きく寄与した。しかし，原油が安定的に供給されるよう

になり，太陽熱温水器は，次第に世の注目を失ってしまっ

た。

その後，地球温暖化，酸性雨，オゾン層破壊，熱帯林の

減少などの地球環境の悪化が国際的にクローズアップされ

るようになった。硫黄酸化物（SOx），窒素酸化物（NOx）

の排出規則，フロンガスの製造中止の法的規制が行われた。

地球温暖化防止策としては，地球上の温暖化物質を削減す

ることが必要である。温暖化物質のうち，二酸化炭素

（CO2）は主に化石燃料の燃焼により発生しており，化石

燃料の使用を削減することが肝要である。石油代替エネル

ギーとしての新エネルギーの導入が，CO2の削減となる。

新エネルギーの現状と課題

２.１ 定　義

新エネルギーは，「新エネルギー利用等の促進に関する

特別措置法」（新エネ法）にて規定されており，“石油代替

エネルギーを製造，発生，利用すること等のうち，経済性

の面での制約から普及が進展しておらず，かつ，石油代替

エネルギーの促進に特に寄与するもの”と述べられている。

太陽光発電，風力発電，太陽熱利用，温度差エネルギー，

廃棄物発電，廃棄物熱利用，廃棄物燃料製造，電気自動車

（ハイブリッドを含む），天然ガス自動車，メタノール自動

車，天然ガスコージェネレーション，燃料電池を特定して
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蟹江　範雄（かにえ　のりお） 中島　憲之（なかじま　のりゆき）

供給サイドの新・再生可能エネルギー 需要サイドの新エネルギー 技術の段階 

石油代替エネルギー 

石油 

再生可能（自然）エネルギー 

水力発電 
地熱発電 

クリーンエネルギー自動車 
天然ガスコージェネレーション 
燃料電池 

技術的に実用化段階に達しつ 
つあるが，経済性の面に制約 
があり，十分に普及していな 
いもの。 

技術的および経済性の面で実 
用化しており，普及している 
もの。 

技術的または経済性の面で実 
用化段階に達していないもの。 

波力発電 
海洋温度差発電 

風力発電 
太陽光発電 
太陽熱利用 
未利用エネルギー 
（雪氷冷熱利用ほか） 

（エネルギー 
　作物） 

（黒液） 
（廃材） 
（バイオガス） 

リサイクル型エネルギー 

バイオマス 廃棄物発電 
廃棄物熱利用 
廃棄物燃料製造 
温度差エネルギー 

図１　新エネルギーの技術段階
（1）
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いる。これら新エネルギーの技術段階を図１に示す。

２.２ 現　状

1999 年 12 月，通商産業省（現経済産業省）の総合エネ

ルギー調査会内に新エネルギー部会が設置され，「今後の

新エネルギー対策のあり方について」検討が開始された。

計 18 回の部会を経て 2001 年６月に報告書がまとまった。

その内容は，現状の新エネルギーの導入量，2010 年まで

の新エネルギーの導入見通し・目標を掲げている（表１）。

1999 年度の新エネルギー導入実績は，一次エネルギー総

供給の 1.2 ％（原油換算 693 万 kL）を，2010 年度には

３％（原油換算 1,910 万 kL）を目標とするものである。

新エネルギーの導入普及には，現状，経済性が最大のポ

イントである。種々の新エネルギーの発電単価の試算例を

表２に示す。新エネルギー発電の設置される場所，容量，

利用形態により，電力コストが異なるが，現状では，廃棄

物発電が火力発電単価に比べ大規模設備で約 1.2 ～ 1.5 倍，

中規模設備で約 1.5 倍である。次に続くのが風力発電の大

規模設備で約 1.4 ～２倍であり，近い将来経済的に自立し

得るものと推測できる。太陽光発電（住宅用）は 66 円/

kWhと廃棄物発電に比較して６倍の発電単価であるが，

家庭に設置された太陽光発電は家庭用電気料金と比較され

るものであり，この比較においては３倍程度の差までに圧

縮される。燃料電池（りん酸形）は，22 円/kWhと業務
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（＊1）：バイオマスの一つとして整理されるものであり，発電として利用される分を一部含む。 

2010 年度見通し・目標 

2010 年度見通し・目標 

〔単位：原油換算（百万 kL）〕 

太陽光発電 

風力発電 

廃棄物発電 

バイオマス発電 

太陽熱利用 

未利用エネルギー 
（雪氷冷熱を含む） 

廃棄物熱利用 

バイオマス熱利用 

黒液・廃材など（＊1） 

新エネルギー供給計 

水　力（一般水力） 

地　熱 

再生可能エネルギー供給計 
（一次エネルギー総供給/構成比） 

一次エネルギー総供給 

発
電
分
野 

熱
利
用
分
野 

新エネルギー供給計 
（一次エネルギー総供給/構成比） 

一次エネルギー総供給 

（＊2）：需要サイドの新エネルギーである電気自動車，燃料電池自動車，ハイブリッド自動車，天然ガス自動車，メタノール自動車，さらにディーゼル代替 
　　　　LPガス自動車を含む。 
（＊3）：燃料電池によるものを含む。 

表１　新エネルギーの実績と2010年度見通し・目標 

（b）再生可能エネルギー 

（c）需要サイドの新エネルギー 

（a）供給サイドの新エネルギー 

（2） 

現行対策維持ケース 
1999 年度実績 

1999 年度実績 

原油換算 

（万 kL） 

設備容量 

（万 kW） 

目標ケース 2010 年度/ 
1999 年度 原油換算 

（万 kL） 

設備容量 

（万 kW） 

原油換算 

（万 kL） 

設備容量 

（万 kW） 

62 

32 

208 

13 

72 

9.3 

4.4 

－ 

479 

878 
（1.4 ％） 

約 6.2 億 kL

254 

78 

175 

16 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

118 

134 

552 

34 

439 

58 

14 

67 

494 

1,910 
（3 ％程度） 

約 6.0 億 kL 
程度 

482 

300 

417 

33 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

約 23 倍 

約 38 倍 

約 5 倍 

約 6 倍 

約 4 倍 

約 14 倍 

約 3 倍 

－ 

約 1.1 倍 

約 3 倍 

5.3 

3.5 

115 

5.4 

98 

4.1 

4.4 

－ 

457 

693 
（1.2 ％） 

約 5.9 億 kL

20.9 

8.3 

90 

8.0 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

現行対策維持ケース 目標ケース 

2010 年度/ 
1999 年度 

9 

20 

1 

30 
（4.8 ％） 

622

19 

20 

1 

40 
（7 ％） 

602程度 

約 2.7 倍 

約 1 倍 

約 1 倍 

約 1.4 倍 

7 

21 

1 

29 
（4.9 ％） 

593

2010 年度見通し・目標 

クリーンエネルギー自動車（＊2） 

天然ガスコージェネレーション（＊3） 

燃料電池 

1999 年度実績 
現行対策維持ケース 目標ケース 

2010 年度/ 
1999 年度 

89 万台 

344 万 kW 

4 万 kW

348 万台 

464 万 kW 

220 万 kW

約 53.5 倍 

約 3.1 倍 

約 183 倍 

6.5 万台 

152 万 kW 

1.2 万 kW
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電力単価に比較して１割程度の差であるが，発電とともに

同程度発生する熱（温水）を完全に利用した場合の試算で

ある。

技術的に新エネルギーは実用化領域であるが，コストを

下げる技術開発が鋭意行われている。また，2010 年の目

標値に向かって，種々の施策が検討されている。その施策

の一つに電気事業者に一定量以上の新エネルギーの供給義

務を課す法案が検討されている。

２.３ 導入目標

表１に，新エネルギー部会で取りまとめられた 2010 年

の導入目標値を示す。現状対策を継続した場合と，それ以

上の施策を講じた目標ケースとがあるが，目標ケースに向

けた導入を目指して施策が検討されている。新エネルギー

は，供給サイドと需要サイドの二つに分類されている。供

給サイドには，太陽光発電，風力発電，廃棄物発電などが

含まれ，その目標値が原油換算 1,910 万 kLである。需要

サイドには，クリーンエネルギー自動車，天然ガスコー

ジェネレーション，クリーンエネルギー自動車，天然ガス

コージェネレーション，燃料電池などが含まれている。

新エネルギーのくくりでなく再生可能エネルギーとして

のくくりでは，新エネルギー，水力（一般水力），地熱を

含めて，2010 年度見通し・目標値を表１ に示すように

40 百万 kL，一次エネルギー総供給量の７％程度とおいて

いる。この目標値は，現行対策維持ケース 30 百万 kLよ

り 10 百万 kL 増加しており，この増加分は，新エネル

ギーが担っている。

表１の目標値の基となる値は 1998 年の「エネルギー調

査会需給部会」の中間報告であるが，それとの大きな相違

（2010 年目標ケース値）を以下に記す。

風力発電が 30 万 kW→ 300 万 kWと大幅にアップ

発電分野にバイオマス発電の追加

未利用エネルギーをくくりその中に雪氷冷熱の表記を

追加

コージェネレーションの目標容量が，1,002 万 kW→

464 万 kWと半減

新エネルギー全体の導入目標値は，一次エネルギーの約

３％と同一レベルである。太陽光発電，廃棄物発電，風力

発電，太陽熱利用に施策の重点が置かれている。

２.４ 課　題

新エネルギーの導入に際しての課題として，経済性，出

力安定性，設備利用率が挙げられる。これらの課題解決が，

導入促進を加速させることとなる。

経済性

現在各新エネルギーに対し，種々の方法により，設備コ

ストを下げるべく技術開発が盛んに行われている。例えば，

風力発電は，大型化によるコスト低減を狙っており，単機

容量 2,500 kWの風車も開発されている。太陽光発電シス

テムは，６割程度が太陽電池モジュール価格である。

太陽電池モジュールのコスト低減を狙って，モジュール効

率の向上，モジュールの大面積化，大規模生産を行ってい

る。しかし，現状でも家庭の電気代の３倍程度の発電コス

トである。

燃料電池は，廃熱利用を完全に行えば，発電コストが買

電価格に近い新エネルギーであるが，電池本体（セル）寿

命が５年程度（４万時間）であり，この交換費用の低減が

課題となっている。このために，現在セル寿命を延ばす実

証研究が進んでおり，６万時間程度が，近い将来達成でき

るものと考えられている。

（1）

（4）

（3）

（2）

（1）

（b）
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表２　代表的な新エネルギーの経済性試算例（参考値） 

新エネルギーの種類 発電/熱利用コスト 

太陽光発電 

風力発電 

（＊1）：廃熱利用メリットを考慮したうえの数値。 
（＊2）：燃料費相当（4.0 円/kWh）は，気象条件などにより出力が不安定な太陽光発電，風力発電を導入する際の電力会社の回避可能原価として設定した 
　　　　もの。 
（＊3）：ソーラーシステムの競合エネルギーコストは，灯油，都市ガス，LPG などの給湯効率を考慮した熱利用単価。それぞれ，灯油料金（9.0 円/Mcal）， 
　　　　都市ガス料金（18.5 円/Mcal），LPG 料金（27.3 円/Mcal）。 
〈注〉本試算は，主に1999 年度に導入された事業における設備費の平均値などを用いて一定の前提をおいて試算したもの。 

廃棄物発電 

燃料電池（りん酸形） 

ソーラーシステム 

未利用エネルギー 
（温度差エネルギーおよび 
　　　　　　廃棄物熱利用） 
 

住宅用 

非住宅用 

平均値　：66 円/kWh 
 

（トップ値：46 円/kWh） 

平均値：73 円/kWh

新エネルギー/競合エネルギー 

約　 3.0 倍 
約 16.5 倍 
約　 2.0 倍 
約 11.5 倍 

約 1.4～2 倍 
約 2.5～3.5 倍 
約 2.5～3 倍 
約 4.5～6 倍 

約 1.2～1.5 倍 
約 1.5 倍 

約　 3.5 倍 
約 18.3 倍 

約 1.1 倍 

約 1～3 倍 

約 1.1 倍 

大規模　：9～11 円/kWh 
中小規模：11～12 円/kWh

大規模　：10～14 円/kWh 
 
中小規模：18～24 円/kWh

22 円/kWh（＊1） 

28 円/Mcal

10 円/MJ

前提とした競合エネルギーコスト 

熱供給コスト（ガスなどを使用した場合） 
　　　　：9.0 円/MJ

家庭用電灯単価：23.3 円/kWh 
燃料費相当　　：　4.0 円/kWh（＊2） 
家庭用電灯単価：23.3 円/kWh 
燃料費相当　　：　4.0 円/kWh 

業務用電力単価：20.0 円/kWh 
燃料費相当　　：　4.0 円/kWh 

火力発電単価　：　7.3 円/kWh 
燃料費相当　　：　4.0 円/kWh 
火力発電単価　：　7.3 円/kWh 
燃料費相当　　：　4.0 円/kWh 

火力発電単価　：　7.3 円/kWh 
火力発電単価　：　7.3 円/kWh 

業務用電力単価：20.0 円/kWh

（2） 

9.0～27.3 円/Mcal（＊3） 
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出力安定性

風力発電，太陽光発電は，自然条件に左右され，発電電

力が不安定である。北欧では，平均風速も大きく，方角の

安定した風により，安定した電力が得られる。ところが日

本では，安定した風を得られる所が少なく，得られても電

力系統の弱い送電線の地域が多く，そのため接続すると電

力品質が悪化，一般需要家に悪影響を及ぼしてしまう。弱

い系統へ風力発電を接続するには，風力発電設備側で，発

電変動量を補完できる装置（フライホイール方式，蓄電池

方式など）を組み込むことで，電力品質を確保していく必

要がある。

設備利用率

一般に設備利用率は，（実際の年間発電量）/（標準容量

× 8,760 h）で表される。発電装置として，定格（標準）

容量で，年間どの程度発電したかを表す数字である。設置

場所などによっても異なるが，平均的に廃棄物発電で

65 ％，風力発電で 22 ％，太陽光発電で 12 ％程度である。

このように新エネルギー発電装置の設備利用率は，火力発

電所の従来の発電設備に比較して極端に悪く，設備利用率

が低いことが，新エネルギー発電コストを高める大きな要

因となっている。特に太陽光発電は，12 ％と低い値であ

る。日当たりの良い晴天日数の多い場所に設置できれば当

然設備利用率は上がるが，日本には，中東砂漠地域のよう

に日射量が極端に良い場所はないので，この値を大きく向

上させることはできない。また風力発電においては，風況

の良い場所に設置することが設備利用率を向上させるうえ

で有効であるが，ヨーロッパの風況良好地域でも 35 ％程

度である。

富士電機の取組み

富士電機は，各種新エネルギーを個別の発電ととらえる

のでなく，ディーゼル，ガスエンジンなどの従来発電，省

エネルギーをも含めた，エネルギーソリューションとして

とらえ，お客様に最適なエネルギー供給システムを提案し

ている。トータル的なエネルギー提案を行えるように，エ

ネルギーソリューション室を設置し，エネルギーソリュー

ションビジネスの拡大を図っている。

省エネルギー分野では，早くから高効率な機器を開発す

るとともに，インバータ，節電装置などの省エネルギー機

器，氷蓄熱，コージェネレーションなどの省エネルギーシ

ステムを提供している。また，ESCO（Energy Service

Company）事業にも参入，設備診断を行うとともに省エ

ネルギー提案を行っている。省エネルギーの計画立案には，

各設備で使用されている電力の詳細データが必要となる。

追加計測が必要な場合，据付け配線工事が非常に簡便な無

線式計測システム「ECOPASSION」「ECOARROW」な

どの特色あるツールを提供している。

新エネルギーに関しては，早くから太陽電池，燃料電池

の技術開発に取り組むとともに，地熱，小水力，波力，風

力発電といった幅広い再生可能エネルギーを活用したシス

テムの提供を行ってきた。以下に太陽光発電，燃料電池に

ついて詳細を述べる。

３.１ 太陽光発電

太陽光発電システムとしては，富士電機のコアテクノロ

ジーであるインバータ技術を生かし，パワーコンディショ

ナ（太陽光発電用インバータ）を標準化し，システム販売

を行っている。

現在世界で使用されている電力用太陽電池は，大部分が

結晶系太陽電池である。富士電機が開発しているのは，ア

モルファス（非結晶系）太陽電池である。アモルファスは

結晶系に比べると効率が劣るが，結晶シリコン材料の不足

という不安がなく，大量生産が可能であり，コスト低減が

期待できる。さらに富士電機が開発しているアモルファス

太陽電池は，従来のガラス基板上に成膜するものとは異な

り，プラスチックフィルム上に成膜し，さらに，ロールに

巻かれたフィルムを太陽電池成膜後にロールに巻き取る方

式（Roll to Roll）を採用しており，よりコスト低減が可能

な方式と考えている。現在，信頼性確認，コスト低減に注

力中である。富士電機のアモルファス太陽電池の特色を生

かせる建材一体型として，事業化を目指して開発を推進し

ている。

３.２ 燃料電池

現在，種々タイプの燃料電池が開発されているが，富士

電機では，1973 年にりん酸形燃料電池の開発に着手，電

力会社，ガス会社との共同研究，フィールドテストを行い

信頼性，実績を確保し，1998 年から商用機を出荷してい

る。現在，りん酸形燃料電池の拡販に注力するとともに，

固体高分子形燃料電池の開発も行っている。りん酸形燃料

電池は，燃料に都市ガス（13A，天然ガス）を使用して発

電，給湯予熱などを行うコージェネレーションとしての利

用が主であったが，最近では，生ごみ，下水汚泥の消化に

よるバイオガス（主成分メタンガス）を燃料とした燃料電

池により発電，発酵プロセスの加温を行う設備も納入した。

今までは，焼却などで利用されていなかったエネルギーを

発電などに利用し，環境保全に役立つシステムである。

今後の展望

新エネルギーの導入拡大に関しては，新エネルギー部会

での 2010 年導入目標量が指標となる。導入設備容量は，

太陽光発電，廃棄物発電，風力発電の順であるが，原油換

算にすると，廃棄物発電 552 万 kL，風力発電 134 万 kL，

太陽光発電 118 万 kLと順位が逆転してしまう。これは先

に述べたように設備利用率の違いによるものであり，廃棄

物発電がより効率の良い，経済的な発電ということになる。

発電コストを新エネルギー導入拡大の最大の要素と考える

のであれば，廃棄物発電の導入に注力すべきと考える。

北欧のように安定した風が吹く場所が少ない日本におい

ては，風力発電は適さないという意見もあるが，比較的安

（3）
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定な風が得られる海上での発電，洋上風力発電が北欧でも

始まっており，日本において導入目標をクリアするには，

洋上風力の導入がキーになると考えられる。風力発電では，

設備容量が 2,000 kW未満の小規模発電とウインドファー

ムのような数万 kW以上の大規模発電の導入が進むもの

と考えられる。

太陽光発電は，地球上にそそぐ太陽光のエネルギー密度

が小さく，設備利用率が小さいのが最大の弱点である。し

かし，太陽が当たる所であれば，設置可能なスペースに，

規模の大小を問わず設置することができ，個人レベルでも，

自分の資金力に合ったクリーン電力発電に寄与できる。こ

れが，他の新エネルギーにない太陽光発電の特長である。

図２に太陽光発電システムを設置できる都市空間を描いて

みた。従来からの屋根設置，架台方式，建材一体型（屋根，

壁面，窓）高速道路の防音壁への設置など，取付け場所は

数限りなくある。2010 年以前に，ほぼ確実に家庭用の電

気代と同程度の価格になるという推測もある。環境問題が

切迫する中，飛躍的な導入拡大がなされるものと思う。富

士電機の開発しているアモルファス型は，結晶型に比較し

て，単位容量あたりの年間発電量が約１割程度高い。これ

は，夏季に太陽光発電モジュールも高温となるが，結晶系

に比較してアモルファス太陽電池は，温度による効率低下

が少なく，さらに効率も向上するためである。これらの特

長を生かし，富士電機は，太陽光発電に大きく貢献してい

きたい。

燃料電池は，より低価格を目指すと，固体高分子形燃料

電池が主体となり，用途として自動車用，家庭用定置型が

中心となると考える。自動車への適用が可能になれば，量

産化が必須となり，大幅なコスト低減が期待できる。普及

のためには燃料供給のインフラストラクチャー整備などと

併せて整備することが必要である。一方，排熱利用を行う

コージェネレーションには，運転温度の高いりん酸形が適

しているが，将来的には固体高分子形とすみ分けがなされ

るものと考える。

あとがき

経済産業省では，新エネルギー部会とは別に，省エネル

ギー部会を同時期に開催し，「今後の省エネルギー対策の

あり方」について検討を行ってきた。その報告書によると，

2010 年の省エネルギー目標値は，原油換算 5,700 万 kLと

なっており，新エネルギーの約３倍の値である。この数字

から見ても，CO2を削減して地球環境を守るには，既存使

用エネルギーの削減を省エネルギーとして行い，さらに新

エネルギーをバランスよく組み入れることが重要と思う。

富士電機も，新エネルギー，省エネルギーを含めたエネ

ルギーソリューションで，社会に貢献していく所存である。

参考文献

新エネルギー財団．What’s 新エネ？〈http://www.nef.

or.jp/〉．
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まえがき

太陽電池開発の歴史は 1954 年，米国ベル研究所で，単

結晶シリコンを用いた太陽電池が発明されたことに始まる。

その後，研究が進み，1950 年代後半から 1960 年代初頭に

かけて，人工衛星搭載用電源などの高付加価値用途への適

用が始まった。

わが国でも，1974 年の石油危機を契機として，電力用

途を目指した大規模研究〔通商産業省（現経済産業省）

「サンシャイン計画」など〕がスタートした。

1980 年代後半に入ると地球温暖化をはじめとする環境

問題が注目され始めた。温室効果の約６割は二酸化炭素に

起因し，うち８割は化石燃料の消費によるものと考えられ

ている。太陽電池は，メンテナンスの必要がなく，二酸化

炭素を発生しないため，新エネルギー源としての期待に加

え，地球環境問題解決のための期待も集め始めることとな

る。

1997 年 12 月には京都で，「気候変動枠組み条約第 3回

締約国会議」（COP3）が開かれ，地球温暖化防止に関す

る京都議定書が採択された。この議定書には，2010 年前

後の，先進国の温室効果ガス排出量削減について，各国ご

とに拘束力のある数値目標を設定することが記載されてい

る。その後，COP6において，京都議定書の 2002 年発効

に対する基本的合意が得られたこともあり，今後，環境へ

の負担が少ない新エネルギーの導入にますます拍車がかか

るものと予測される。

現在使用されている太陽電池の大部分は結晶シリコン系

太陽電池である。標準状態（室温近傍）での変換効率は

14 ～ 16 ％と高いが，基板の板厚が数百μmと厚いため原

料となる高純度なシリコンの供給に課題があると考えられ

ている。

富士電機が開発に取り組んでいるのは，プラスチック

フィルム基板上に厚さ１μm以下の薄膜半導体を形成する

アモルファスシリコン太陽電池である。使用材料が少ない

ため原料供給に課題が少ない，量産性が高く低コスト化が

期待できるなどの利点があり，これからの大規模普及太陽

電池の主流になると考えられている。

市場動向

２.１ 生産量の推移

1997 年以降，太陽電池産業の急拡大が続き 2000 年の太

陽電池の生産量は約 300MWとなった（図１参照）。一般

への普及が始まり，生産量が 100MWに達したのが 1997

年，この大台を超えるまでに 20 年の歳月を費やしたこと

を考えると，昨今の市場の立上りがいかに急速であるかが

理解できる。日本の生産量は 2000 年で 128MW，1999 年

に引き続き世界第一位である。この急拡大の背景には，製

造技術の進歩によりコスト低減が進んだことに加えて，太

陽電池普及のための施策を日米欧各国の政府が実施したこ

とがある。日本における太陽電池普及策はこの中で先駆的

な役割を果たし，これにアメリカの 100 万軒ソーラールー

フイニシアチブ（Million Solar Roofs Initiative：MSRI），

ドイツの住宅用太陽光発電システム 10 万軒導入計画，イ

タリアの建物用太陽光発電システム１万軒導入計画などが

続いている。世界中で始動したこれらの動きをきっかけと

して，2001 年度には，太陽電池モジュールの需要が大き

く伸び，世界の太陽電池メーカーが大規模な製造設備の増

設を開始することとなった。

普及策による経済性の確保がインセンティブとなり，太
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図１　世界における太陽電池生産量の推移（国別と合計）
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陽電池が広く世界のユーザーに認知され始めたことは明ら

かである。

２.２ 日本における導入促進策

日本国内では，過去５年間の積極的な普及拡大策が効を

奏して，市場が拡大しつつある。ここ５年間の開発導入促

進予算の推移を表１に示す。財政構造改革から全体が緊縮

型予算となる中で 2002 年度の太陽光発電システムの開発

導入促進予算は 359 億円と 10 ％の伸びを示し，日本の積

極的な取組み姿勢が理解できる。予算の内訳を見ると個人

住宅への普及を補助する住宅用太陽光発電システム導入基

盤事業整備事業が 232 億円，企業などによる導入を助成す

る「産業等用太陽光発電フィールドテスト事業」が 45 億

円と，これらの普及促進予算が全体の 77 ％を占めている

ことが分かる。一方，住宅用太陽光発電システム１件あた

りの補助額は当初全システム価格の 1/2であったが，1/3

の補助を経て，2001 年度には 1 kWシステムあたり 12 万

円へと減額され，より多くの希望者を募る形態へと変化し

た。2002 年からは，一地域への大規模導入を対象とした

集中連系型太陽光発電システム実証研究が始まり新たな局

面を迎えている。今後も，制度は変わるが，国，地方自治

体を中心に積極的な普及拡大策が施行されていくものと考

えられる。

２.３ 技術動向

平均的な 3 kW太陽電池システムにおける kWあたりの

価格単価の推移を図２に示す。2000 年時点での平均的な

設置価格は 87 万円/kWである。このうち，モジュール価

格は 59 万円/kWで約 77 ％，その他は，インバータなど

の機器，設置工事などが 23 ％を占める。補助金を差し引

き，住宅用の電力料金が比較的高価であることを考慮して

も，イニシャルコストの償却には 20 年以上を必要とする

のである。太陽電池を大規模に普及させるための第一の必

要条件は，まず，太陽電池システム価格を現状の 1/2 以下

へ引き下げることである。

太陽電池が普及している分野を見ると，電力料金が比較

的高い住宅用途が先行している。発電コストの低減が進む

につれて，大規模建築や遊休地利用へと用途が拡大してい

くと考えている。現在の日本市場についても，住宅用途が

大部分を占め，当面は，この傾向が継続するものと考えら

れる。

これらの住宅用太陽電池は，既存住宅屋根へ設置する既

設型と屋根機能を兼ね備えた建材一体型太陽電池とに分類

できる。新設物件や屋根ふき替え需要に関しては，設置コ

ストが安く，建物との調和がとれた建材一体型太陽電池が

徐々に増え，今後の普及の中心を占めるものと考えられる。

富士電機が取り組むフィルム基板アモルファス

シリコン太陽電池

３.１ 開発の経緯

富士電機のアモルファスシリコン太陽電池への取組みは

1978 年に始まる。これは，1976 年にアモルファスシリコ

ンが p-n 制御可能であることが発見されてからわずか 2

年後のことである。1980 年には世界に先駆けて電卓用ア

モルファスシリコン太陽電池の開発に成功し，これを商品

化した。同時に，「サンシャイン計画」へ参画し，これ以

降，電力用アモルファスシリコン太陽電池の研究開発を進

めてきた。この間，ガラス基板を用いた二層タンデム構造

太陽電池（30 cm × 40 cm）を開発し，安定化効率が 8 ％

を超えることを示し，アモルファスシリコン太陽電池が電

力用途として使用可能なことを世界に先駆けて実証した。

この開発を通じて浮上した課題は，ガラスの熱容量が大き

く加熱時間が長いことや，ガラス基板の搬送冶具が大型で

真空排気に要する時間が長いことなどである。これらの課

題解決なしに，数分間隔で大量の太陽電池を生産すること

（2）

富士時報 Vol.75 No.5 2002

269（9）

平
均
設
置
価
格
（
万
円
/k
W
）
 

100

150

200

250

0

50

2000199919981997199619951994
年度 

モジュール 59.0

設置工事 11.7
付属機器 16.7

合計 87.3

図２　太陽電池システムの kWあたりの設置価格の推移

表１　日本における太陽電池普及拡大予算の推移 

年　度 

（単位：億円） 

太陽電池導入促進のための事業など 

合　計 

住宅用太陽光発電システム導入基盤整備事業 

産業等用太陽光発電フィールドテスト事業 

公共施設等用太陽光発電フィールドテスト事業 

太陽光発電システム国際共同実証開発 

系統連系円滑化のための技術的検討強化 

集中連系型太陽光発電システム実証研究 

その他技術開発促進 

1998

147.0 

  24.0 

　  1.7 

　  2.8 

　  2.9 

 

  82.4 

260.8

1999

160.4 

  24.1 

　  1.1 

　  2.6 

　  3.4 

 

  93.6 

285.2

2000

145.0 

  40.0 

　  1.0 

　  2.8 

　  3.4 

 

  96.1 

288.4

2001

235.1 

  19.9 

　  0.7 

　  2.8 

　   

 

  63.6 

322.1

2002

232.0 

  45.0 

  終了 

　  8.0 

　   

　  1.0 

  73.0 

359.0



太陽電池開発の動向と展望

は難しい。

これらの課題を解決するために，富士電機は 1994 年か

ら，厚さ 50μmのプラスチックフィルムを基板としたア

モルファスシリコン太陽電池（図３）の開発に着手した。

３.２ 生産技術の進歩と発電性能

ガラス基板と異なり，フィルム基板の熱容量が小さいた

め加熱に要する時間は数秒単位，長さ 1,000mのロールを

一括して真空装置内へセットし，真空中でロールからロー

ルへ自動的に搬送するロールツーロールシステムが構築可

能である。また，生産能力を左右する最も重要な課題の一

つであった，アモルファスシリコン膜の製膜速度も大幅に

改善できることが分かってきた。ここ数年の製膜速度の進

歩を図４に示すが，良好なデバイスを形成するためのアモ

ルファスシリコン膜の製膜速度は現在 20 nm/minを超え，

1997 年の数 nm/minに比べ，約 10 倍となった。これらの

製膜技術の進歩に加えて，富士電機独自の直列接続構造

SCAF（Series-Connection through Apertures formed on

Film）の面積効率改善とパターン加工技術の高速化も進

み，数分単位で各工程の処理が終了するタクト５分量産プ

ロセスの構築にめどが立ちつつある。

これらの製造技術の改良に加え，デバイス構造の改善も

進んだ。富士電機で開発したボトムセルにシリコンとゲル

マニウムの合金を採用した二層タンデムセルのデバイス構

造を図５に示す。シリコンゲルマニウムは，アモルファス

シリコンと比べ，より長波長の光を利用することができる

ため，単位面積あたりの発電電流はアモルファスシリコン

単独の場合と比べて約 2割増え，発電効率もこれにほぼ比

例して改善された。

太陽光スペクトラムと，これらの太陽電池が有効に利用

できる光の波長を図６に示す。アモルファスシリコン太陽

電池は，ほぼ可視域の光を利用し，結晶シリコン太陽電池

は，より長波長の光を利用していることが分かる。これは，

半導体のエネルギーギャップが異なるために利用する光の

波長域が異なるためである。エネルギーギャップの小さい

結晶シリコン太陽電池は性能の温度依存性が強く，モ

ジュールが動作する 50 ℃以上の高温で，室温に比べて発

電特性が低下する欠点がある。フィールドテストの結果，

室温で測定したモジュールの発電容量で規格化すると単位

容量あたりの年間発電量はアモルファスシリコン太陽電池

の方が結晶シリコン太陽電池より１割以上大きいことが分

かってきた。
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図３　プラスチックフィルムアモルファスシリコン太陽電池
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３.３ 屋外における信頼性の確認と応用

神奈川県横須賀市にある（株）富士電機総合研究所の健康

増進センター屋根上に，建材メーカーと共同開発した瓦張

り付け型の建材一体型太陽電池と，表面をガラスで覆った

従来型太陽電池を各 3kW設置して，屋外での発電特性を

調べるフィールド実証を進めている。設置からすでに３年

が経過したが，どちらの太陽電池も安定に発電を続け，モ

ジュールの封止構造を変えても発電性能に差が見られない

ことが分かってきた。

これらのフィールドテスト結果に加えてさまざまな信頼

性試験を実施し，変換効率８％以上の樹脂封止型太陽電池

を屋外で使用するめどがついたと考えている。今後，独自

の SCAF構造で高電圧が得られ配線が容易なこと，電池

が軽量で屋根や壁などの建材に張り付けて簡単に建材一体

型太陽電池が構成できることを生かして，各分野への適用

を進めていく。

あとがき

幾つかの視点から，太陽電池開発の歴史をたどり，その

現状を総括してきたが，発電をその最終目的とする限り，

最も重要な開発因子はコストである。富士電機の開発する

フィルム基板太陽電池は，生産工程が自動化に適している。

タイムリーな用途開発を進めることにより，従来の重厚な

イメージを一新する新しい形態の太陽電池を世の中に送り

出し，次世代を担う量産型太陽電池の旗手として，世界に

貢献できると考えている。

太陽電池の実用化は，それ自体が地球環境への貢献を意

味する。自然との調和を基本理念の一つに掲げる富士電機

も，使命を感じ，この開発に取り組んでいる。

ここで紹介した成果の一部は，通商産業省工業技術院

（現経済産業省）「ニューサンシャイン計画」のもと，新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構からの委託研究により得

られた成果を適用したものであり，関係各位に感謝する。
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解　説 バイオマスエネルギー

バイオマスとは，本来生態学の用語で生物の集合体

を意味している。エネルギー資源の分野では，ある一

定量集積した動植物に由来する有機性資源をバイオマ

スといい，バイオマスの燃焼，発酵などにより得られ

るエネルギーをバイオマスエネルギーという。

バイオマスのエネルギーへの変換技術としては，大

別すると，燃焼，生物化学的変換，熱化学的変換の三

つに分けられる。

生物化学的変換はエタノール発酵によるエタノール

の生成や嫌気性発酵によるメタンの生成などがある。

熱化学的変換としては，熱分解，直接または間接液化

によるガス化や液体燃料の生成がある。このうち，す

でに実用化になっているのは，一般廃棄物や廃木材な

どの直接燃焼による発電や，さとうきび，とうもろこ

しなどからエタノールを回収するエタノール発酵，下

水汚泥や家畜ふん尿の嫌気性発酵によるバイオガス

（メタン）の発生，炭化などである。

現在はこれに加えて木質バイオマスのガス化や液化

による発電，生ごみ（一般廃棄物）のメタン発酵によ

るバイオガス発電などの実用化を目指して開発を進め

ている。

（関連論文：295 ～ 298ページ）
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まえがき

プラスチックフィルムを基板とする SCAF（Series-Con-

nection through Apertures formed on Film）セルには，

次のような特長がある。

集積型直列接続構造であるため，システムに合わせた

出力電圧の設計が可能であり，モジュール間の配線が簡

単になる。

柔軟性に富むプラスチックフィルムを基板として用い

るため，軽曲面などへの適用も可能である。

薄膜太陽電池であるため，モジュールの軽量化が可能

である。

しかし実用化のためには，これらの特長を生かしたモ

ジュールの信頼性を確保するとともに，屋外運転環境下に

おける発電特性を把握することが重要である。そこで，モ

ジュールの信頼性評価のための各種加速試験を実施すると

ともに，発電量に及ぼす設置方位や設置角度の影響，結晶

系太陽電池との挙動比較，アモルファス太陽電池のデバイ

ス構造比較などを評価するための屋外発電試験を実施して

いる。さらに，実際にモジュールを屋根材に適用した

フィールドテストも行い，信頼性の確認，発電特性の把握

および課題の抽出を行っている。本稿では，（株）富士電機

総合研究所構内で実施している屋外発電試験およびフィー

ルドテストの状況について報告する。

各種太陽電池モジュールの屋外での発電特性

比較

太陽電池の性能は，擬似太陽光源（ソーラーシミュレー

タ）を利用して評価し，標準条件での特性として表すのが

一般的である。標準条件は，日射強度：1 kW/m2，モ

ジュール温度：25 ℃，太陽光スペクトル：エアマス（AM）

1.5と規定されている。ところが，実際のフィールドでは

このような標準条件下で太陽電池が動作することはほとん

どなく，広範囲に変動する動作環境に応じて太陽電池特性

も変動する。特にアモルファスシリコン（a-Si）太陽電池

には初期劣化と呼ばれる光照射開始初期での光電変換効率

（以下，変換効率と記す）の低下と熱アニールによる変換

効率の回復があり，その特性を反映して結晶シリコン（Si）

太陽電池とは異なる季節変動挙動を示す。また，実際に太

陽電池を設置する場合，年間の発電量を最大にするために

は方位角を 0 °（南向き），傾斜角は設置地点の緯度よりや

や水平にするのが最適であるが，設置する構造体（住宅屋

根など）の制約により最適条件とは異なる設置条件とせざ

るを得ない場合も多い。そこで，横須賀市にある（株）富士

電機総合研究所構内に各種太陽電池モジュールを設置し，

特に以下の観点から発電状態を連続的に計測した。

アモルファス太陽電池と結晶 Si 太陽電池の比較

アモルファス太陽電池のデバイス構造の違いによる発

電特性比較

モジュールの設置条件（方位，傾斜）の影響

以下に発電特性計測システムの概要とこれまでに得られ

た計測結果について報告する。

２.１ 発電量計測システムの概要

計測システムの概要を表１にまとめ，以下にその内容を

補足説明する。
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表１　発電量計測システムの概要 

項　目 概　要 

計　測　場　所 横須賀市　緯度：北緯 35°13'，経度：東経 139°37'

日射量，発電電力量，気温，モジュール温度，風速 

4種類（各2モジュール） 
a-Si/a-Si，a-Si/a-SiGe，結晶 Si，a-Si シングル 

東，西，南，北 

標準：6/10　こう配（31°），一部：垂直 

計　測　項　目 

計測モジュール 

設　置　方　位 

計測間隔10秒 → 1分間隔で平均値をとる。 

設 置 傾 斜 角  

発 電 量 計 測  
　max 制御回路で動作点を制御 
電子負荷で発電電力を消費しながら動作電圧および 
動作電流を計測 

P

1回/1日データを計測用パソコンからオラクルデータ 
ベースへ自動転送 
最小10分単位で積算値（平均値）を求める。 

計測時間間隔  

デ ー タ 処 理  
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２.１.１ モジュールの種類と配置

計測に用いたモジュールは，富士電機の開発品であるプ

ラスチックフィルムを基板とする多接合型アモルファス太

陽電池 2種類（a-Si/a-Si，a-Si/a-SiGe）および比較用と

して結晶 Si 太陽電池と単接合 a-Si 太陽電池（a-Siシング

ル）の計 4種類とした。この中で現在開発の中心としてい

るのは，図１のような断面構造と分光感度特性を持つゲル

マニウム（Ge）タンデム（a-Si/a-SiGe）構造である。各

モジュールの定格容量（公称最大出力）の値を表２に示す。

a-Si 系モジュールの定格容量は光照射に対する安定化の

ための前処理を行った後の値である。

発電特性の評価については，南面の標準こう配（6/10

こう配，31°）で各種モジュールの比較を行い，Geタンデ

ムモジュールを用いて設置条件の影響を評価している。設

置場所は研究施設の屋上であり，架台の設置にあたっては

周囲の建物や架台から生じる影を計算し，年間を通してモ

ジュール上に影ができないように配慮している。

２.１.２ 計測システム

通常の太陽光発電システムでは，インバータが太陽電池

の直流発電電力を交流電力に変換するとともに，内蔵する

最適動作点（最大出力：Pmax）追尾機能により太陽電池の

動作状態を制御している。モジュール単位で発電量計測を

行ううえでは，絶えず変化する動作環境に応じて太陽電池

を Pmax 状態に保ちながら発電電力を連続的に消費するこ

とがポイントとなる。そこで，本発電特性試験では Pmax

トラッキング回路を通して動作点制御を行いながら電子負

荷に発生電力を消費させ，動作電圧と動作電流をおのおの

計測する方式としている。測定値は直流値であるため単純

に両者の積から発電電力を算出する。計測間隔は 10 秒と

し，計測データは 1 分間の平均値として計測用パソコンに

一時保存した後，1 回/1 日（午前 1時）データベースに自

動転送するシステムとしている。これまでに計測システム

のトラブルによるデータ欠損は発生していない。

２.２ 各種太陽電池モジュールの発電量比較

2000 年 9 月 14 日に Geタンデム，結晶 Si，a-Siシング

ルの 3 種類について計測を開始し，Siタンデムを後に追

加した（2000 年 12 月）。

図２に各種モジュールの規格化発電量の月変化の様子を

示す。規格化発電量は，発電量/（定格出力×日射強度１

kW/m2に換算した日射時間）で求めた値であり，太陽電

池が常に標準条件でのエネルギー変換効率で動作したと仮

定した場合の発電量と実際の屋外環境での発電量の比率を

表す。図から発電量の月変化の様子をみると，結晶 Siで

は冬に高く夏に向かって低下し，アモルファス系ではその

逆の傾向を示している。この対照的な季節変動の傾向は一

般的に認められている現象であり，次の二つの理由による。

半導体を光電変換材料とする太陽電池は負の出力温度

係数を持ち，アモルファス系でも同一の光照射条件下で

短時間内に温度を変化させる場合には低温の方が変換効

率は高い。しかし，アモルファス系の場合には，光照射

によって生じた欠陥が熱アニールにより回復して半導体

特性が改善されるため実際には結晶とは逆に夏季に変換

効率が向上する。出力の負の温度係数の値もアモルファ

ス系で－0.002 ～－0.0025，結晶 Siで－0.004 ～－0.005

程度であり結晶の方が約 2倍大きい。

相対的に夏季の光には短波長光の割合が多く，冬季の

光には長波長光の割合が多い。結晶に比べて光学ギャッ

プが大きく短波長光に大きな感度を持つアモルファス系

にとっては相対的に夏季に有利，冬季に不利となる。

図３には Geタンデム，結晶 Si，a-Siシングルの 3 種類

について定格容量（W）あたりの発電量（Wh）の変化の

様子を示す。ユーザーが太陽光発電システムを導入する場

合，通常，定格（公称）容量に基づいて導入することとな

るが，定格容量は標準条件（日射強度：1 kW/m2，モ

（2）

（1）
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図１　タンデム型フィルム基板太陽電池の構造と分光感度

表２　計測モジュールの定格容量（標準条件での出力） 

種類（略称） デバイス 

a-Si/a-SiGe 

a-Si/a-Si 

結晶 Si 

a-Si

Ge タンデム 

Si タ ン デ ム 

結 　 晶 　 Si 

a-Si シングル 

定格容量（W） 

23 

20 

52 
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図２　発電特性の月変化
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ジュール温度：25 ℃，太陽光スペクトル：エアマス 1.5）

での性能値であるため同一容量でも太陽電池の種類によっ

て実際の発電量Whは大きく異なる。表３に 3 種類の太陽

電池について 2001 年 1 月から 2001 年 12 月までの 1 年間

の発電特性データを示す。これらの計測結果をまとめると

以下のようになる。

２.２.１ 結晶Si とアモルファス（Geタンデム）の比較

定格容量 1Wあたりの 2001 年の年間発電実績は，

Geタンデム：1,540Wh，結晶 Si：1,350Wh

（数値は直流での実績値であり，交流として利用可能な

発電量はインバータ効率 0.9 程度を掛けた値となる）

であり，Geタンデムは結晶 Siに比べて約 14 ％大きい。

これは，ユーザーにとって Geタンデムを設置した方が

結晶 Siに比べてその分利得が大きいことを意味する。図

３から分かるように，特に夏季に両者の差が顕著となって

いる。図２の発電量の推移を比較すると，冬季には両者の

規格化発電量が接近しているが，夏季には 20 ％程度まで

拡大している。温度計測値によれば夏季のモジュール温度

は基準条件の温度 25 ℃を大きく超える約 60 ℃に達してお

り，負の温度係数が大きい結晶 Siの発電効率が低下する

ことが主な原因であると考えられる。

２.２.２ アモルファス系の中でのデバイス構造による違い

図２に示した発電特性の推移から分かるように，現在開

発の中心としている Geタンデムは a-Siシングルに比べ

て光照射初期での特性の低下が小さく，また，発電特性の

季節変動幅も小さい。定格容量 1Wあたりの年間発電量

（表３）もおのおの 1,540Whおよび 1,384Whであり Geタ

ンデムの方が 11 ％大きい結果となっている。図１のよう

なタンデム型構造を採る目的は，シングル（単接合）構造

に比べておのおのの光電変換層の厚さを薄くし，内部電界

を強くすることにより光照射時の初期劣化を抑制しながら

吸収光量を増やすことである。発電実績からタンデム型構

造とした効果が現れていると考えられる。

一方，太陽光のスペクトル変動に対しては一般にタンデ

ム型の方が不利となる。これは，入射光を各構成セル

（トップセルとボトムセル）でほぼ均等に振り分けて吸収

する必要があり，スペクトルの変動に伴ってそのバランス

が崩れることによるものであるが，発電実績を見る限りそ

の影響は小さい。

Siタンデムについては計測期間が短く，年間発電量の

集計期間の中に初期劣化の期間も含まれるため定量的な比

較は難しいが，発電量の月変化の様子（図２）からは Ge

タンデムに近い挙動を示していることが分かる。

２.３ 設置条件の影響

２.３.１ 方位による発電量の違い

Geタンデムモジュールを用い，傾斜角を 6/10こう配

（31°）にそろえて東西南北の各方位での発電量を計測して

いる。図４に示すように，南面を 1としたときの各面での

発電量の月変化は，太陽軌道から予想されるように 12 月

を極小，6 月を極大とする変化を示し，12 月には東西面で

南面の 0.54 ～ 0.58，北面では南面の 0.14 ～ 0.19 程度と

なった。相対値が極大となる 6 月では方位による発電量の

差は小さい。2001 年の年間トータルでの発電量は，南面

を１として，東面：0.79，西面：0.81，北面：0.59という

結果であった（表４）。各方位でモジュールと同一傾斜面

に設置した全天日射計の計測値も発電量とよく対応してい

る。

２.３.２ 垂直に設置したモジュールの発電量

壁への設置を想定して垂直面での発電量も計測し，標準

設置傾斜角度（31°）での発電量と比較している。設置方

位は南向きである。図５に示すように，設置傾斜角 31°

での発電量を 1としたときの垂直面での発電量は，太陽高

度に対応して 12 月に極大値 0.96 ～ 0.99，7 月に極小値
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表３　2001年（1～12月）の発電実績 

種類（略称） 

＊：交流発電量は太陽電池の発電量実測値にインバータ効率 0.9 を掛けて 
　　求めた値 

総発電量 
（Wh） 

35,582 

30,281 

70,523 

38,739

Ge タンデム 

Si タ ン デ ム 

結 　 晶 　 Si 

a-Si シングル 

定格容量 1 W  
あたりの発電量 
（Wh/W） 

1,540 

1,495 

1,350 

1,384

定格容量 1 W 
あたりの交流発電量 
（Wh/W）* 

1,386 

1,346 

1,215 

1,246
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図３　定格容量1Wあたりの発電量（Wh）の月変化

1
日
あ
た
り
の
発
電
量
（
W
h
）
/モ
ジ
ュ
ー
ル
 

200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

相
対
発
電
量
（
南
＝
1
）
 

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0
2000年 
9

2001年 
110 11 12 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

月 

東：発電量 
東：相対量 

南：発電量 
南：相対量 

西：発電量 
西：相対量 

北：発電量 
北：相対量 

図４　発電量の方位依存性
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0.29となり，2001 年の年間トータルでの比率は 0.60で

あった（表５）。

２.４ まとめ

現在，富士電機で精力的に開発を進めているプラスチッ

クフィルムを基板とする Geタンデム構造の太陽電池は結

晶 Siに比べて単位容量（W）あたりの年間発電量（Wh）

が 1 割以上大きいという結果が得られた。これは，通常，

定格容量（公称最大出力）に基づいて太陽光発電システム

を導入するユーザーにとって，その分電気料金の節約額が

増えることを意味し大きなメリットとなる。発電量に差が

生じる主要因は，定格容量を規定する標準温度 25 ℃より

実際の屋外での動作温度が高くなり，負の温度係数が大き

い結晶 Siでは特に夏季において光電変換効率が大きく低

下するのに対して a-Siでは熱アニールにより逆に夏季に

効率が向上するためと考えられる。夏季にはアモルファス

Geタンデムの容量 1Wあたりの発電量は結晶 Siより

20 ％も大きくなっている。これは最も電力需要が高くな

る夏季のピークカットに適していることを示している。

デバイス構造比較では，現在開発中の Geタンデムが

a-Siシングル構造に比べて年間を通して安定に高い性能

で発電することを確認した。

その他，年間発電量が北面では南面の 60 ％程度，南側

垂直面でも傾斜面（31°）の 60 ％程度であるなど設置条件

を変えた発電実績が得られた。

今後は温度やスペクトルの影響などをより詳細に解析す

るとともに（株）富士電機能力開発センターの研修所などに

導入された大型システムと対応を付けて検討していきたい。

また，標準条件と屋外での発電環境が大きく異なり，定格

容量（公称最大出力）は同じでも実際の発電量に大きな差

が生ずることから，より実際の環境に近い条件で統一的に

性能規定を行う必要があると考える。

太陽光発電システムのフィールドテスト

開発を進めている SCAF セルを用いた太陽電池モ

ジュールの屋外環境下における発電特性を把握することを

目的として，（株）富士電機総合研究所構内にある健康増進

センターの屋根にタイプの異なる２種類のモジュールを施

工し，1999 年１月から連続発電試験を開始した。試験開

始後約３年が経過したので，この間の発電実績について報

告する。

３.１ 発電システム

表６に健康増進センター設置太陽電池モジュール発電シ

ステムの概要を示す。本実棟試験においては，a-Siタン

デムセル（a-Si/a-Si）をデバイスとして用いた２種類の

モジュールからの出力をそれぞれ個別のインバータに接続

し交流電力に変換の後，計測制御用などの電源として消費

している。

３.２ モジュールの仕様

本実棟試験ではガラスでモジュール表面をカバーしたガ

ラス一体型モジュールと，ガラスカバーを用いない瓦一体

型ガラスレスモジュールのタイプの異なる２種類のモ

ジュールの発電試験を行っている。

ガラス一体型モジュールの基本的な構造は，従来の結晶

Si 系太陽電池モジュールと同じであり，結晶 Siセルの代

わりに柔軟性のあるプラスチックフィルムを基板とした

SCAFセルを用いたものであるが，SCAFセルでは特別な

配線作業を行うことなく一連のセル製造工程の中で自動的

にユニットセルの直列接続ができるために，結晶系セルを

用いる場合と比較して，モジュールの配線作業は格段に簡

単になり量産時のコストダウンが可能である。

（3）
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表４　年間発電量に及ぼす設置方位の影響（2001年1～12月） 

設置方位 

東 

南 

西 

北 

年間発電量（Wh） 
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0.805 
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図５　傾斜角による発電量の違い

表５　年間発電量に及ぼす設置傾斜角の影響 

　　　（2001年1～12月） 

設置傾斜角 

31°（標準） 

垂　直 

年間発電量（Wh） 

35,582 

21,254

相対値（31°＝1） 

1 

0.597

表６　健康増進センター PV システムの概要 

項　目 

デ　バ　イ　ス　構　造 

設置面積（アパーチャ） 

設　置　傾　斜　角 

モ ジ ュ ー ル 数 

設　　置　　容　　量 

瓦一体型ガラスレス 
モジュール 

ガラス一体型 
モジュール 

Si タンデム 

44.1 m2 

12.6° 

294 モジュール 

3.0 kW

Si タンデム 

48.0 m2 

19.3° 

80 モジュール 

3.2 kW
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一方，瓦一体型ガラスレスモジュールは，屋根材への適

用を目指して建材メーカーと共同開発中のものであり，富

士電機で SCAFセルの製作および樹脂と保護フィルムに

よる封止を担当し，建材メーカーで瓦の製作および瓦への

太陽電池モジュールの張り付けを担当した。従来のモ

ジュールで採用されている受光面側のガラスカバーやフ

レームを削除したことで，大幅な軽量化を図っているのが

特長である。

ガラスレスモジュールでは，配線が容易であるうえに柔

軟性を生かした適用も可能になるという特長を有している。

また，ガラスやフレームを用いないことで直接材料費のコ

ストダウンや軽量化も実現でき，一般住宅市場をはじめ，

より大規模な設備への適用など，将来的に大きな市場が形

成できる可能性があると考えている。

３.３ 発電特性

本実棟試験設備の写真を図６に示す。画面左側がガラス

一体型モジュールで，右側が瓦一体型ガラスレスモジュー

ルである。1999 年１月半ばから発電試験を開始し，約３

年が経過している。この間の月別発電特性推移を図７に示

す。各月におけるモジュール間の発電量の差は主として発

電面積と設置角度の違いに起因しているが，両モジュール

ともほぼ日射量に比例した発電量を記録し安定に推移して

いる。３年間の設備としての容量 kWあたりの年間発電

量は直流出力として約 1,360 kWh（交流出力として 1,209

kWh）を記録している。この値を 章で述べた試験サイ

トと同じ条件に換算すると直流出力として 1,535 kWhとな

り，試験サイトでの値 1,495 kWhとほぼ一致している。ま

たこの値は，結晶系太陽電池の値 1,350 kWhと比較すると

１割以上大きいことが確認できた。

以上のように３年間の発電試験により，従来タイプの表

面をガラスで封止したモジュールはもとより，ガラスカ

バーを用いないフレキシブルなモジュールも十分に実用化

が可能であると判断できるデータが蓄積されつつある。

今後この実棟試験については，さらに試験を継続しデー

タを蓄積，解析していく予定である。

あとがき

プラスチックフィルムを基板としたアモルファス太陽電

池モジュールの屋外発電特性について紹介してきた。

富士電機で開発を進めている Si/Geのタンデム構造のア

モルファス太陽電池は，結晶 Si 太陽電池と比較して単位

容量あたりの年間発電量が１割以上高いことが確認できた。

これは，アモルファス太陽電池が結晶 Si 太陽電池と比較

して高温での発電特性に優れているためであり，設置する

ユーザーにとってはメリットが大きいことが分かってきた。

また，モジュール表面にガラスカバーを用いないガラス

レスモジュールにおいても従来タイプのガラスカバーを用

いたモジュールと同等の信頼性が得られつつあり，今後そ

の柔軟性や軽量性を生かした市場への導入も大いに進むも

のと期待している。

さらに，セル製膜速度の高速化やモジュール加工工数の

低減などにもめどがついてきていることなどから，富士電

機の特長を生かした太陽電池の事業化を進める所存である。

最後に，本稿で紹介した成果の一部は，通商産業省工業

技術院（現経済産業省）「ニューサンシャイン計画」のも

と，新エネルギー・産業技術総合開発機構からの委託研究

により得られた成果を適用したものであり，関係各位に謝

意を表する。
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図６　健康増進センターの外観
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まえがき

地球環境や地球温暖化に対する対策が叫ばれている昨今，

電鉄会社もクリーンなエネルギーの活用に真剣に取り組ん

でいる。

鉄道駅舎の上屋（ホーム）屋根にはスレート材が多用さ

れている。スレート屋根の耐久寿命は 10 ～ 20 年であるが，

屋根更新を迎える駅舎において，単に新しい屋根材にふき

替えるだけではなく，建材（屋根材）一体型太陽電池を

使った発電システムの適用が始まっている。駅舎のかなり

のスペースを占めるホーム屋根部を有効活用できるため，

今後の普及が期待されている。

アモルファスシリコン太陽電池セルによる建材一体型太

陽電池を適用した発電システムについて，京王電鉄（株）明

大前駅と若葉台駅の導入実績を例として以下に紹介する。

図１に若葉台駅の太陽電池設置屋根の外観を示す。

建材一体型太陽電池の特長

現在電力用として多く適用されている太陽電池にはセル

材料に結晶系シリコンを使用したものとアモルファスシリ

コンを使用したものに大別できる。

結晶系シリコン太陽電池は太陽電池セルの表面を強化ガ

ラスで覆い，裏面を耐候性の良いテトラ樹脂フィルムなど

で封止し屋根材となる耐火性板材で覆ったパネル構造のも

のが一般的である。

一方，アモルファスシリコン太陽電池は結晶系シリコン

と同様の強化ガラス上に太陽電池を成膜し，裏面をテトラ

樹脂フィルムなどで封止したパネル構造のもののほかに，

ステンレス鋼はくなどにアモルファスシリコン太陽電池を

成膜したセルを鋼鈑などの板材に貼付（ちょうふ）し耐久

性のあるフィルム材で封止した構造のものがある。

明大前駅と若葉台駅で適用したものはアモルファスシリ

コン太陽電池セルを鋼板に貼付したタイプであり，以下の

特長がある。

屋根材とした状態では強化ガラスタイプのパネル構造

太陽電池に比べて軽量であり，太陽電池と部材を加えた

単位面積あたりの質量は 7.2 kg/m2と強化ガラスタイプ

パネル構造の約１/２である。このため，既設屋根の支

持構造を強化することなく屋根の更新が可能となる。

夏季晴天時には屋根の表面温度は 60 ～ 80 ℃になる。

一般的に結晶系シリコン太陽電池は温度が高くなると出

力の低下が著しいのに対し，アモルファスシリコン太陽

電池はその傾向が少なく，また温度が高いとアニール効

果により逆に変換効率が向上する。したがって冬季より

夏季の方が発電性能が向上する。

太陽電池の製造に必要とされるエネルギーが結晶系シ

リコン太陽電池に比べて少ない。真空中でシラン系の原

料ガスを分解して基板上にアモルファスシリコン薄膜を

たい積させる製法で製造過程での必要温度が低いため省

資源・省エネルギーにて製作できる太陽電池であり，エ

ネルギーペイバックタイム（EPT：太陽電池を作るた

めの投入エネルギーを太陽電池が発電したエネルギーで

除した値）が短く，創エネルギー効果に優れている。

以上が今回適用した鋼板貼付型アモルファスシリコン太

陽電池の特長であるが，一方，結晶系シリコン太陽電池に

はアモルファスシリコン太陽電池に比べ変換効率がよいと

いう特長がある。現在製品化されているものでアモルファ

（3）

（2）

（1）
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仙田　　要（せんだ　かなめ） 牧野　喜郎（まきの　よしろう）

太陽電池 

図１　若葉台駅の太陽電池設置屋根の外観



建材一体型太陽電池の鉄道施設への適用

スシリコン太陽電池はモジュール変換効率が 8 ～ 10 ％で

あるのに対して，結晶系シリコン太陽電池は 12 ～ 15 ％で

ある。

今回の適用例では更新屋根部分の面積が十分ある点と既

設屋根支持材を補強せずに極力短期間で更新する方針のた

め，総合的判断により鋼板貼付型のアモルファスシリコン

太陽電池を採用した。

太陽電池の仕様・特性

この建材一体型太陽電池としては三晃金属工業（株）製の

アモルファスシリコン太陽電池を使用している。既設ホー

ム屋根の形状に合わせて２タイプのモジュールを適用した。

各太陽電池の仕様と特性を表１に示す。

太陽電池の構造

この太陽電池は図２のようにアモルファスシリコン太陽

電池セルを成膜させたステンレス鋼基板を厚さ 0.8mmの

屋根用鋼鈑上に張り付け，さらにその上を保護用のふっ素

系樹脂フィルムで封止した構造であり，形状は通常の屋根

材鋼鈑と同一で太陽電池の存在を目立たせない外観である。

図３に明大前駅の太陽電池の外観を示す。

図４の太陽電池設置屋根部分の構造に示すように，太陽

電池部は母屋に固定されたガッタの間に挟み込まれ，さら

にジョイナで固定される構造である。太陽電池モジュール

からの出力配線は配線ガッタを通って必要な直列数だけ接

続され，さらにその直列グループのＰ・Ｎおのおののケー

ブルはケーブルダクトを通ってホーム屋根下の接続箱まで

布設される。

明大前駅・若葉台駅の設置例

この太陽光発電システムは新エネルギー・産業技術総合

開発機構の「産業等用太陽光発電フィールドテスト事業」

により計画され設置された。

明大前駅のシステムの設備容量は 30 kWであり，前述

の 153W太陽電池モジュール 10 直列× 18グループと 109

W太陽電池モジュール 14 直列× 2グループで構成してい

る。図５に明大前駅ホーム屋根の太陽電池配置状況を示す。

10 kWごとにホーム屋根下に接続箱を設置して太陽電池モ

ジュールの直列グループを集約し，10 kW単位ユニットイ

ンバータに対応して接続する形態を採っている。ケーブル

の布設は極力既設のケーブルラックおよびトラフを活用し

工事費用の低減に配慮している。

若葉台駅のシステムの設備容量は 60 kWであり，おお

むね明大前駅のシステムを２セット設けた構成である。図

６に若葉台駅の太陽光発電システムの構成を示す。

既設駅設備を運用しつつホーム屋根の撤去工事および太

陽電池設置工事を行うためには，次のような制約条件が発

生する。
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表１　建材一体型太陽電池の仕様と特性 

項　目 
分　類 

寸　法 

質　　　　　　　　量 

公 称 最 大 出 力 

公称最大出力動作電圧 

公称最大出力動作電流 

公 称 開 放 電 圧 

公 称 短 絡 電 流 

太 陽 電 池 セ ル 数 

長　  さ 

　 幅 

長尺モジュール 
太陽電池 

短尺モジュール 
太陽電池 

5,440 mm 

525 mm 

23.3 kg 

153.0 W 

31.5 V 

4.84 A 

42.8 V 

5.68 A 

21 直列 

4,000 mm 

525 mm 

17.1 kg 

109.0 W 

22.5 V 

4.84 A 

30.6 V 

5.68 A 

15 直列 

〔モジュール断面〕 

ふっ素樹脂フィルム 

アモルファスシリコン 
太陽電池セル 

ステンレス鋼基板 

屋根用鋼板 

図２　太陽電池モジュール構造イメージ

図３　明大前駅の太陽電池の外観

ジョイナ 
ふっ素樹脂鋼板 

ジョイナ 
ふっ素樹脂鋼板 

配線ガッタ 

配線ガッタ 

太陽電池モジュール 
（ふっ素樹脂鋼板） 

太陽電池モジュール 
（ふっ素樹脂鋼板） 

アルミガッタ 母屋 

軒先フレーム 
ふっ素樹脂鋼板 

裏ばり： 
発砲ポリエチレンフォーム 

図４　太陽電池設置屋根部分の構造
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乗降客が多く常に混雑する駅では営業運転中の屋根工

事作業は不可能である。

夜間作業では近隣住民に対する騒音の配慮が必要であ

る。

ホーム屋根上部にき電線や高圧配電線がある場合は，

屋根工事作業時の停電処置や感電防護処置が必要である。

作業中止時のホーム屋根雨仕舞が必要である。

このような諸条件に対応しつつ限られた工期内に完成さ

せるために工事計画は慎重に検討する必要があった。

明大前駅は電気室がなく，若葉台駅は電気室の空きス

ペースが少ないため，両駅ともインバータは屋外仕様の盤

に収納している。

電車電磁波ノイズの太陽電池への影響調査

今回のホーム屋根への太陽電池適用に対し，直近を走行

する電車やトロリ線からの電磁波ノイズが太陽電池に及ぼ

す影響の有無について事前に優等電車が加速状態で通過す

る若葉台駅にて調査を行った。

方法としては屋根材一体型太陽電池と電界センサ・磁界

センサを取り付けた板をホーム屋根上に固定し，ホーム端

部に測定機材を設置して営業運転中のデータ収集を行った。

その結果，ホーム屋根上の電磁波レベルは電界が数 V/m，

磁界が数mA/mのレベルで人体への安全基準値より一け

（4）

（3）

（2）

（1）
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既存下地母屋 

既存折版 

既存屋根 

水上片棟納め 

既存折板（採光） 

105m 29.5m

EV

既存屋根 

太陽電池（  ＝4,000） 
14直列×1並列 

L 太陽電池（  ＝5,440） 
10直列×8並列 

L 太陽電池（  ＝5,440） 
10直列×10並列 

L 太陽電池（  ＝4,000） 
14直列×1並列 

L

5
m

京王八王子方 新宿方 

図５　明大前駅ホーム屋根の太陽電池配置状況

－ ～ 

－ ～ 

－ ～ 
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10直列×7並列 
10.71 kW

10直列×7並列 
10.71 kW

10直列×7並列 
10.71 kW

No.1 MCB
系統負荷 

3φ 
AC200 V

太陽光 
発電 

AC200 V

制御電源 

受変電設備 

既設動力盤 

MCB

MCB

変換器盤 

3 φ 3 w 
絶縁トランス 
60 kVA 

210/210 V

MCBA

MCBMCB断路器 

接続箱1
太陽電池 

10 kW 
インバータ 

表示ユニット 

パワーコンディショナ 
3 φ 3 w 
200 V 60Hz 
30 kW×2 SH

AC  TD

AC200 V 
制御電源 

AC200 V 
制御電源 

DC  TD

PLC

データ 
ロガー 

計測装置 
 日　射 
 気　温 
 直流電圧 
 直流電流 
 直流電力 
 インターバ出力電圧 
 インターバ出力電流 
 インターバ出力電力 
 

AC200 V 
制御電源 

DC  TD

AC200 V 
制御電源 

AC200 V　制御電源 

TD

No.2MCBMCB断路器 

接続箱2
10 kW 
インバータ 

No.3MCBMCB

MCB

MCB

MCB

断路器 

接続箱3
10 kW 
インバータ 

10直列×4並列 
14直列×1並列 
7.646 kW

10直列×7並列 
10.71 kW

14直列×7並列 
10.682 kW

日射計 

気温計 

No.1 MCB

MCBB

MCB断路器 

接続箱5
10 kW 
インバータ 

表示ユニット 

No.2
MCB断路器 

接続箱4
10 kW 
インバータ 

No.3
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断路器 

接続箱6

変換器箱 

10 kW 
インバータ 

図６　若葉台駅の太陽光発電システムの構成
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た以上低く，太陽電池のリード間ノイズ電圧は 200mV程

度，ノイズ電流は測定限界の 2mA以下であり，太陽電池

に対してまったく問題ない値であった。

フィールドデータ

2001 年 4 月から 2002 年 1 月までの明大前駅と若葉台駅

における太陽光発電設備の月ごとのシステム利用率（シス

テム出力電力量を太陽電池アレイの定格出力電力量と時間

との積で除した値）の推移を図７のグラフに示す。

システム利用率は一般的に最適傾斜角度で太陽電池を設

置した場合に年間平均で 12 ％程度であるが，明大前駅は

6.1 ～ 14.4 ％であり，若葉台駅の場合は 8.4 ～ 17.4 ％の結

果を得た。

両駅は駅ホームの屋根を太陽電池としているために，明

大前駅では 7 ～ 10 度，若葉台駅では 15 度の傾斜角度と

なっている。したがって年間最大日射量を受ける傾斜角度

の最適条件である 30 度程度に比べ，システム利用率は低

い傾向にならざるを得ない。７月のシステム利用率が高い

のは，この月の日射量が平年値の 1.5 倍程度あったためで

ある。

明大前駅と若葉台駅のシステム利用率の差については下

記の要因と考えている。

明大前駅はホーム屋根の傾斜角度が若葉台駅に比べ浅

く，また方位角が若葉台駅はほぼ真南であるのに対し明

大前駅は南東方向に面している。

明大前駅は商業地域に位置し，低層だが駅周辺に建物

があり日射に影響を及ぼしている。一方，若葉台駅は都

市計画地域内の駅であり，周辺は駅前広場などが配置さ

れ周囲に日射を遮るものがほとんどなく良好な条件にあ

るためにシステム利用率が高い傾向にある。

前者の影響による差異は計算上わずかであり，後者の影

響が支配的と考える。

フィールドテストデータからシステム利用率を見る限り

では，両駅の太陽光発電システムは順調に運転を継続して

いる。今後，長期的なデータ蓄積による駅ホーム屋根上設

置の太陽光発電システムの評価が期待される。

あとがき

鉄道において駅舎のホーム屋根スペースは活用されてい

るケースが少なく，有効活用が期待される場所である。今

後建材（屋根材）一体型太陽電池のさらなる低価格化が進

んでいけば，ホーム屋根での太陽光発電システムは相当普

及するものと考えられる。

将来の地球環境を考慮すると化石燃料による発電は極力

抑える必要があり，太陽光発電以外のクリーンエネルギー

の有効活用を含めトータルシステムとしての最適省エネル

ギー・新エネルギーシステムの構築を推進していきたい。

最後にこの太陽光発電フィールドテスト事業の実現に際

し多大なご指導・ご協力を賜った新エネルギー・産業技術

総合開発機構殿に深く感謝する次第である。

（2）

（1）
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図７　システム利用率の推移
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まえがき

1997 年 12 月に京都で開催された「気候変動枠組み条約

第 3回締約国会議」（COP３）以降，環境負荷低減への関

心が高まっている。富士電機は，東京システム製作所内に

新設された富士電機能力開発センターの研修所にアモル

ファス太陽光発電システム，りん酸形燃料電池発電システ

ム，マイクロガスタービンなどの新エネルギー，コージェ

ネレーション設備，さらにこれらを統括管理するエネル

ギー運用システムを導入した。本稿ではこの概要を紹介す

る。

概　要

研修所の概要を表１に示す。

研修所は研修施設と宿泊施設を併せ持ち，電力需要と熱

需要を有している。本研修所に CO2や NOxなどの環境負

荷の低減やエネルギー利用効率の向上を目的として，新エ

ネルギー機器として急速に拡大している太陽光発電（10

kW），分散電源およびコージェネレーション設備として

環境性に非常に優れた燃料電池（100 kW），コンパクトで

小容量のコージェネレーション設備として注目されている

マイクロガスタービン（26 kW）を設置した。導入した全

体システムの概要を図１に示す。エネルギー利用効率を向

上させる目的で研修や宿泊の予約データから電力，熱需要

を予測し，その電力需要に対しては発電効率が高い燃料電

池を，熱需要に対しては排熱回収効率が高いマイクロガス

タービンの排熱を主に利用するエネルギー運用システムを

構築した。

変電機器においては植物油入りの変圧器を採用した。こ

の植物油（菜種エステル油）は生分解性が高いので環境に

優しく，さらに絶縁性能に優れたものである。また，IT

（Information Technology）として，富士電機の各種の情

報機器から成る総合情報支援システムを導入した。本稿で

は，特に新エネルギー機器について説明する。

なお，太陽光発電，燃料電池などの新エネルギー発電設

備の導入により以下の環境負荷低減効果が見込まれる。

™CO2 削減量：約 28 t-C/年（17 ％削減）

導入前 169 t-C/年に対し 141 t-C/年に削減

™NOx 削減量：約 84 kg/年（33 ％削減）

導入前 253 kg/年に対し 169 kg/年に削減

発電システムの仕様

３.１ 太陽光発電システム

本太陽光発電システムは，現在，事業化に向けて開発を

進めているアモルファスシリコン太陽電池を使用したシス

テムである。このシステムはアモルファスシリコン太陽電

池，10 kWパワーコンディショナおよび計測装置（気象観

測装置を含む）で構成，商用連系にて運転されている。太

陽電池は，研修所屋上に 30 度の傾斜をつけた架台上に設

置した。表２に太陽電池・パワーコンディショナの仕様を

示す。

３.１.１ 太陽電池モジュール

図２に設置したアモルファスシリコン太陽電池モジュー

ルの外観を示す。基本的なモジュール構造は，一般に結晶

系に多く使用されているガラスモジュール構造を採用した。

図３に設置状況を示す。

３.１.２ パワーコンディショナ

今回設置したパワーコンディショナは 10 kWユニット

インバータで，10 kWの単位で増設が可能なタイプである。

インバータユニットのほか，制御機能を持つ表示ユニット，

入出力ユニットから構成されており，ラックマウントタイ

プである。
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表１　研修所の概要 

大　研　修　室 

中　研　修　室 

小　研　修　室 

オープン研修室 

宿 泊 フ ロ ア 

延 べ 床 面 積 

1 室 

3 室 

12 室    

2 室 

4～6 階（バス・トイレ付き） 

6 階建て  約 6,000 m2
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３.１.３ 計　測

本太陽光発電システムの設置目的の一つに研究開発中の

アモルファスシリコン太陽電池の実証確認がある。した

がって，発電出力，気象データのほかに，特に太陽電池を

小単位（サブアレイ）に分け，アモルファスシリコン太陽

電池の性能評価が行えるように計測点を決定した。計測項

目を表３に示す。この計測データはイントラネットを経由

して，計測できるシステムとしている。

３.２ りん酸形燃料電池発電システム

３.２.１ 100 kWりん酸形燃料電池の仕様と特長

燃料電池は第二次商品機（100F）であり，その仕様を
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商用系統 

植物油変圧器 
電力系統 

発電効率：23 % 発電効率：40 %

研修所内 
負荷 

10 kW太陽光発電 
（アモルファス） 26 kWマイクロガスタービン 100 kW燃料電池 

排熱回収効率：50 %
排熱回収効率：47 %

都市ガス 都市ガス 

エネルギー運用システム 
紹介パソコン 

Pリンク 

社内LAN

給
湯
予
熱 

空
調 

エネルギー運用システム 
＜エネルギー需給管理＞ 

業務支援情報システム 
＜研修管理機能＞ 
＜宿泊管理機能＞ 

研修案内表示システム 
＜研修情報表示＞ 

総合情報支援システム 

非接触型カードキーシステム 
＜非接触ICカード発行＞ 
＜在室管理＞ 

本社・事業所 

60 ℃ 

70 ℃ 

56 kW

給
湯
予
熱 

40 ℃ 

50 ℃ 

68 kW

80 ℃ 

90 ℃ 

50 kW

図１　全体システムの概要

表２　太陽電池・パワーコンディショナの仕様 

種　　　　　　　類 

モジュール最大出力 

モ ジ ュ ー ル 枚 数 

総　設　置　容　量 

設 　 置 　 角 　 度 

型　　　　　　　式 

定 格 入 力 電 圧 

運 転 電 圧 範 囲 

系 　 統 　 条 　 件 

交 流 出 力 電 力 

実 　 効 　 効 　 率 

出 　 力 　 力 　 率 

電 流 ひ ず み 率 

太
陽
電
池 

パ
ワ
ー
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ナ 

アモルファスシリコンガラス封止形 

48 W 

210 枚（3直列×70並列） 

10.08 kW 

南面  30° 

PVI  plus10 

DC 300 V 

DC 190～450 V 

三相3線 210 V  50 Hz 

10 kW 

94 ％ 以上 

95 ％ 

総合 5 ％ 以下，各次 3 ％ 以下 

図２　太陽電池モジュールの外観

図３　太陽電池の設置状況
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表４に示す。発電効率は 40 ％が得られ，出力が 100 kW

程度の他の発電装置と比較して高効率であり，排熱も利用

すると総合効率は 87 ％となる。電気出力と排熱出力の比

は約 1：１で，電気利用を主とするコージェネレーション

に適している。排熱に関しては，発電負荷が定格時に最大

となる。燃料電池の特長の一つとして，50 ％程度の部分

負荷でも発電効率が低下しないという特性があるが，他の

コージェネレーション機器が部分負荷で効率低下が著しい

ことに比べると大きな特長である。

３.２.２ 燃料電池発電システム

本システムは燃料電池発電装置，排熱処理設備，水処理

装置，窒素設備，温水だき吸収式冷温水機で構成されてお

り，商用連系し，連続運転を行っている。設置写真を図４

に示す。

熱利用に関しては，高温水（90 ℃）は温水だき吸収式

冷温水機（10RT）の熱源として利用し，施設内の厨房

（ちゅうぼう）などの冷房に利用している。低温水（50 ℃）

は，熱交換器を介して給湯予熱に利用している。

運転負荷は研修および宿泊の予約データに基づき，エネ

ルギー運用システムにて運転パターンを選択し，それに

従って制御される。

また，本システムでは，商用停電時に燃料電池で給電で

きるシステムを構築した。具体的には停電発生時に給電を

行わない負荷フィーダを切り離す。一方，燃料電池は停電

検出にてインバータ出力を停止し，一定時間後に電圧を

徐々に上げるソフトスタートを行うことで，ラッシュ電流

を抑えた再起動を行い，自立運転時の負荷給電を行う。な

お，燃料電池の自立運転時には急激な負荷上昇とならない

ように特定負荷の選定や負荷投入に配慮している。

３.３ マイクロガスタービン

今回導入したマイクロガスタービンの仕様を表５に示す。

本装置は，Capstone 社製タービン本体に排熱回収装置を

付加した 26 kWマイクロガスタービン，都市ガス昇圧ブ

ロワ，放熱器などで構成されたコージェネレーションシス

テムで，商用連系し，排熱は給湯予熱に利用される。電気

出力と排熱出力の比は約１：２で，熱利用を主とするコー

ジェネレーションに適している。エネルギー運用システム

により，マイクロガスタービンは熱需要が大きくなる夕方

の時間帯に運転している。
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表３　計測項目 

計測グループ 

太 陽 電 池 

インバータ 

気　　　　象 

状 況 監 視 

計測項目 

日射量（水平，傾斜） 

太 陽 電 池 温 度 

太 陽電池出力電流 

太 陽電池出力電圧 

出力線間電圧（三相） 

出力線電流（三相） 

出 　 力 　 電 　 力 

出　力　電　力　量 

外 　 気 　 温 　 度 

湿　　　　　　　　度 

雨　　　　　　　　量 

イ ン バ ー タ 故 障 

インバータ運転・停止 

UPS 　　異　　常 

信号種別 

0～1 kW/m2 

－20～＋100 ℃ 

0～3 A 

0～400 V 

0～300 V 

0～50 A 

0～15 kW 

0.1 kW/Puls 

Pt100 Ω 

0～100 ％RH 

0.5 mm/Puls 

オン・オフ 

オン・オフ 

オン・オフ 

計測点数 

2 

9 

24 

2 

3 

3 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1

表４　燃料電池の仕様 

定 格 出 力 

系 統 条 件 

発 電 効 率 

排熱回収効率 

総 合 効 率 

排ガス性状 

燃料消費量 

運 転 方 式 

代 表 寸 法 

質　　　　量 

100 kW（送電端） 

三相3線 210 V  50 Hz 

40 ％（定格時，低位発熱量基準） 

47 ％（定格時，低位発熱量基準） 

87 ％（定格時，低位発熱量基準） 

NOx：5 ppm 以下（O2＝7 ％換算） 
SOx，ダスト濃度：検出下限界以下    

22 Nm3/h（都市ガス13A） 

全自動運転・系統連系 

2.2 m（W）×3.8 m（L）×2.5 m（Ｈ） 

10 t

図４　燃料電池の設置状況

表５　マイクロガスタービンの仕様 

定 格 出 力 

系 統 条 件 

発 電 効 率 

排熱回収効率 

総 合 効 率 

排ガス性状 

燃料消費量 

運 転 方 式 

代 表 寸 法 

質　　　　量 

26 kW（送電端） 

三相3線 210 V  50 Hz 

23 ％（定格時，低位発熱量基準） 

50 ％（定格時，低位発熱量基準） 

73 ％（定格時，低位発熱量基準） 

NOx：15 ppm 以下 

9.7 Nm3/h（都市ガス13A） 

全自動運転・系統連系 

0.79 m（W）×1.9 m（L）×2.1 m（Ｈ） 

1.2 t
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エネルギー運用システム

エネルギー運用システムとは，研修所において消費され

る電力や熱をエネルギー利用効率が最大となるように発電

装置を運転制御するシステムであり，以下の三つの機能を

備えている。

運転パターン選択機能

業務支援システムに登録された研修および宿泊の予約

データを基にエネルギー使用量を演算（需要予測）し，燃

料電池，マイクロガスタービンの最適な運転パターンを決

定し，制御を行う。需要予測は，研修所の各種需要データ

の蓄積がないため，一般的な事務所ビル，ホテルのエネル

ギー使用量から予約された研修フロア，宿泊フロアに見

合った使用量を演算している。電力需要に対しては，発電

効率が高い燃料電池，熱需要（給湯）に対しては，排熱回

収効率が高いマイクロガスタービンを運転することでエネ

ルギー利用効率の向上を図っている。なお，燃料電池は連

続運転が望ましいので電力需要が小さい夜間・休日は最低

出力で運転する。現在は，昼間を 75 ％，夜間を 40 ％出力

とする運転パターンとしている。図５に消費電力と発電電

力の例を示す。発電電力でほぼ消費電力を賄っていること

が分かる。

今後は研修所のエネルギー使用量のデータを蓄積・分析

し，需要予測を最適なものとし，本研修所の運営に合った

エネルギー利用となるように運転パターンの検証を行う。

ロギング機能

燃料電池，太陽電池，マイクロガスタービンのエネル

ギー発生状況および建物側のエネルギー消費状況を記録し

日報，月報，年報を作成する。

モニタ表示

エネルギーの発生・消費状況を研修所ロビーでモニタす

る機能を有している。ロビーの意匠を考慮し，ステーショ

ンタイプで液晶モニタを採用した。図６に新エネルギー発

電設備の状態表示の例を示す。

社内 LANを経由して，（株）富士電機総合研究所にて太

陽電池データの監視，本社事務所にて発電システムのモニ

タおよび監視が可能なシステムとなっている。

あとがき

今後はエネルギー消費状況などのデータを蓄積するとと

もに，環境性に配慮し，エネルギー利用効率を向上できる

ような運転の実証を行う予定である。また，本システムの

構築，運用で得られたノウハウを基に最適なエネルギーソ

リューションを提供できるよう，さらなる努力を続ける所

存である。

なお，燃料電池の導入に関しては，新エネルギー導入施

設として経済産業大臣の認定を受け，新エネルギー・産業

技術総合開発機構の新エネルギー事業者支援事業の補助を

受けている。

本システムの導入にあたり，関係各位のご協力に厚くお

礼申し上げる次第である。

（3）

（2）

（1）
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図５　消費電力と発電電力の例

図６　新エネルギー発電設備の状態表示の例
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まえがき

21 世紀を迎え，エネルギー問題と環境問題は日本国内

だけではなく，地球規模での対応を迫られている。21 世

紀の主要な課題が地球温暖化への対応であることから，エ

ネルギー問題はそのまま環境問題となる。今後エネルギー

を考える場合，短期的な経済性だけに目を奪われることな

く，中長期の環境性にも目配りが必要となるであろう。

燃料電池は分散型発電装置として，また自動車用電源と

して現在活発な研究開発が行われており，その高効率性，

高環境適合性により，新しいエネルギー利用形態として早

期の実用化が期待されている。燃料電池は電解質により幾

つかの種類がある。主な燃料電池の特徴を表１に示す。各

種燃料電池の中で，オンサイト用りん酸形燃料電池のみが

商用化段階にある。

富士電機では，1960 年代からアルカリ形燃料電池の研

究開発に着手し，りん酸形燃料電池は 1973 年から，固体

高分子形燃料電池は 1989 年から開発を行ってきた。本稿

では，りん酸形燃料電池および固体高分子形燃料電池の開

発の動向と展望について述べる。

りん酸形燃料電池の開発の動向と展望

２.１ 開発の動向

りん酸形燃料電池は電解質にりん酸水溶液を使用した燃

料電池であり，燃料電池の運転温度が約 180 ℃と高く，

コージェネレーションに適している。

りん酸形燃料電池は，宇宙船の電源として利用されてい

た純水素-純酸素燃料のアルカリ形燃料電池の代わりに炭

化水素を燃料として，地上でも利用できるようにというこ

とで 1960 年代から米国で開発が始まり，1970 年代に国内

でも開発が開始された。開発の過程では火力発電代替とい

うことで，5MWや 11MWという規模のものも実証運転

を行ったが，加圧運転によるセルの信頼性や経済性の観点

から実用化には至っていない。一方，50 kW，100 kW，

200 kW規模のオンサイト用は，小発電容量にもかかわら

ず発電効率が 40 ％〔LHV（Low Heat Value）基準〕と高

く，当初の開発目標であったセル寿命 4万時間（約 5年間）

を達成し，価格的にも装置単体で kWあたり 45 万円から

60 万円程度になっており，国の補助金を利用することで

経済的にもメリットの出る段階に達している。

富士電機では 2002 年 3 月現在で発電装置として 113 台

（そのうちオンサイト用が 101 台），約 14,000 kWの製作実

績があり，特にオンサイト用の 100 kW機については，

2001 年 10 月から従来機の 2/3のコストを達成した第二次

商品機（FP-100F）を販売開始した。第二次商品機の基

本仕様を表２，外観を図１に示す。1998 年から販売をし

てきた第一次商品機（FP-100E）は高い信頼性と高稼動

率で運転されており，第二次商品機はこの信頼性を保持し

たままコストダウンを達成したものである。今後はオーバ

ホール期間の延長やさらなるコストダウンを目指している。

オーバホール時のコストの大部分は燃料電池セルスタック

であり，セルのりん酸保持時間の延長によりオーバホール

期間を延ばし，ライフサイクルでのコストダウンを図ろう
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285（25）

古庄　　昇（ふるしょう　のぼる） 工藤 飛良生（くどう　ひらお） 吉岡　　浩（よしおか　ひろし）

表１　燃料電池の種類と特徴 

種類 
項目 

りん酸形 
（PAFC） 

電　解　質 
りん酸 

（H3PO4） 

イオン 
　　伝導体 

H
＋ 

燃　　　料 
（反応ガス） 

H2

原　燃　料 

天然ガス， 
LPG， 
メタノール， 
ナフサ， 
バイオガス 

運 転 温 度 
（℃） 

170～ 
　210

発 電 効 率  
（％） 

40～45

溶融炭酸塩形 
（MCFC） 

炭酸塩 
（Li2CO3， 
　 K2CO3） 

CO3
2－ 

H2，CO

天然ガス， 
LPG， 
メタノール， 
ナフサ， 
石炭ガス 

600～ 
　700

45～60

固体電解質形 
（SOFC） 

ジルコニア 
（ZrO2） 

O
2－ 

H2，CO

天然ガス， 
LPG， 
メタノール， 
ナフサ， 
石炭ガス 

900～ 
1,000

50～60

固体高分子形 
（PEFC） 

イオン交換膜 

H
＋ 

H2

天然ガス， 
LPG， 
メタノール， 
水素 

常温～ 
　100

35～60

開発の状況 商用化段階 
実証プラント 
～実用化開発 

実証プラント 
実証試験～ 
実用化開発 

吉岡　　浩

燃料電池用改質系機器の設計，開

発を経て，燃料電池発電装置のシ

ステム開発に従事。現在，電機シ

ステムカンパニー環境システム本

部事業企画室副室長。化学工学会

会員。
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としている。現在，セル部材の改良や冷却方法の改善など

で，りん酸保持時間を 6 万時間にするための開発を続けて

おり，2003 年度からの実機適用を目指している。

環境意識の高まりの中で，りん酸形燃料電池の燃料とし

て下水消化ガス，生ごみや工場廃水をメタン発酵したバイ

オガスなどを利用する事例が出てきている。これらは都市

ガスを燃料としたコージェネレーションの場合と異なり，

燃料費がほとんどかからないという利点がある。燃料電池

発電システムとしても，都市ガス燃料の場合と異なり，バ

イオガス中の不純物の処理やバイオガス発生量の変動に対

する制御方法の改良など，技術的な対応を行っている。ま

た燃料電池発電装置はインバータを内蔵していることから，

商用系統の瞬断時に重要負荷へ電力を供給し続けるような

対応も可能にするなど，電力利用の面からもさまざまな適

用拡大が試みられている。

２.２ 今後の展望

前述したように，各種燃料電池の中で技術的にも経済的

にも商用化段階に達しているのは，オンサイト用のりん酸

形燃料電池のみである。今後はさらなる技術開発によるコ

ストダウンの推進と，バイオガスや下水消化ガスなどへの

燃料利用の拡大，重要負荷への電力供給などの適用分野の

拡大などにより，着実に市場導入を先導していくものと期

待される。燃料電池発電システム導入に対する国の支援策

として，「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」

による補助金（補助率：地方公共団体 1/2，民間 1/3）や

「エネルギー需給構造改革投資促進優遇税制」などがある。

活発に研究開発が行われている固体高分子形燃料電池は，

りん酸形燃料電池よりも小さな発電容量に向いている点，

排熱温度レベルが低い点などから，将来的にはりん酸形燃

料電池とそれぞれの得意分野ですみ分けるものと考えてい

る。

固体高分子形燃料電池の開発の動向と展望

３.１ 開発の動向

固体高分子であるイオン交換膜を電解質として用いる固

体高分子形燃料電池は，ジェミニ宇宙船の電源であったが，

その後性能面で優るアルカリ形燃料電池に宇宙船電源とし

ての主役の座を譲っていた。1980 年代にイオン交換膜の

性能向上と，自動車用電源として燃料電池発電システムの

適用検討が行われ，1990 年代末から一躍燃料電池開発の

中心として，活発な研究開発が行われてきている。

固体高分子形燃料電池は反応温度が常温から 80 ℃程度

と低く，安価な材料が使える可能性があり，自動車用電源

として量産化されれば大幅な価格低減が期待されている。

特に化石燃料の枯渇が予想される 2030 年以降は，地球温

暖化問題の面からも水素を燃料とした燃料電池が自動車用

電源として最も適していると考えられており，自動車メー

カーは 2003 年からのカリフォルニア州での ZEV（Zero

Emission Vehicle）規制をにらみながら開発を加速させて

いる。

一方，上記の自動車用とは別に，可般型および分散型電

源として数百Wから数 kW規模の発電装置も多数のメー

カーで開発されており，家庭用コージェネレーション装置

として 2005 年頃の商品機投入を目指している。

経済産業省では，燃料電池を次世代のエネルギー・環境

分野における「キーテクノロジー」の一つとして位置づけ，

特に固体高分子形燃料電池の実用化・普及に向けて，1999

年 12 月に資源エネルギー庁長官の私的研究会として「燃

料電池実用化戦略研究会」を設置し，2001 年 1 月に報告

を取りまとめ，同年 8月に「固体高分子形燃料電池/水素

エネルギー利用技術開発戦略」を策定した。この中で実用

化・普及に向けたシナリオとして，①基盤整備，技術実証

段階（2000 ～ 2005 年頃），②導入段階（2005 ～ 2010 年頃），

③普及段階（2010 年頃以降）の三つの時期に分け，導入

目標として 2010 年には燃料電池自動車 5万台，定置用燃

料電池約 210 万 kW，2020 年には燃料電池自動車約 500

万台，定置用燃料電池約 1,000 万 kWを掲げている。

富士電機では固体高分子膜の性能向上が見えてきた

（3）

（2）

（1）
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図１　りん酸形燃料電池100 kW機の外観

表２　りん酸形燃料電池 100 kW 機の基本仕様 

項　目 仕様値 

100 kW 

200 V（210 V，220 V） 

40 ％（定格時，送電端，LHV） 

87 ％（定格時，送電端，LHV） 
 

5 ppm 以下 
検出限界以下 

総合電流ひずみ率 5 ％以下 
各次電流ひずみ率 3 ％以下 

22 Nm3/h（都市ガス13A） 

高温水 90 ℃/85 ℃（戻り）180 MJ/h 
低温水 50 ℃/40 ℃（戻り）243 MJ/h 

都市ガス13A，低圧 

全自動運転・系統連系 

2.2 m（W）×3.8 m（L）×2.5 m（H） 

10 t

定 格 出 力（送電端） 

定 格 電 圧 

発電熱効率 

総合熱効率 

排ガス性状 
　NOx 
　SOx，ダスト濃度 

高　調　波 

燃料使用量 

熱　出　力 

燃料の種類 

運 転 方 式 

代 表 寸 法 

質　　　量 
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1989 年から研究開発に着手し，水素燃料の高効率発電装

置を目指して，数 kW規模のスタックの開発を行ってき

た。その後セルの信頼性の向上，セルスタックの小型化な

どを図り，水素燃料の 1 kW 級スタック（図２）では

15,000 時間を超えて運転評価を行った。2000 年から都市

ガス燃料の 1 kW 級発電装置の試作を行い，連続で約

1,000 時間の運転や起動・停止試験などを行って固体高分

子形燃料電池発電システムとしての評価を行った。1 kW

級発電装置と貯湯槽の外観を図３に示す。改質系機器やイ

ンバータなどの発電システムはりん酸形燃料電池の開発で

培ってきた技術を適用している。1 kW級発電装置の試作，

評価により，固体高分子形燃料電池発電システムとしての

課題の抽出，コスト低減の見通し，適用用途の検討を行っ

た。

３.２ 今後の展望

固体高分子形燃料電池発電システムとして自動車用，家

庭用という二つの分野で開発が加速されている。これらは

その適用分野の違いにより，性能面，価格面で異なる仕様

になるものと思われる。自動車用としては，燃料選択の問

題もあり，当面は純水素燃料のものが主に使われるものと

思われる。一方，家庭用など定置用の場合には都市ガスや

LPG（Liquefied Petroleum Gas）など従来のコージェネ

レーション用の燃料が使われ，それに対応した改質系機器，

改質ガス対応の燃料電池の開発が必要である。燃料電池本

体のセパレータ材料などでは，自動車用と定置用とで同じ

材料が使える可能性があるが，水素対応と改質ガス対応で

は電池本体（特に電極）の設計が異なり，発電システムと

しても異なった開発が求められる。また定置用として家庭

用以外の業務用など，固体高分子形燃料電池の特徴を生か

した適用用途の検討も必要であろう。

現状では固体高分子形燃料電池のコストについて言及す

るレベルにはないが，2005 年以降の実証機導入段階まで

には現状のりん酸形燃料電池発電装置のコストレベル以下

までコスト低減を図っておく必要がある。

あとがき

21 世紀のキーテクノロジーとして早期の実用化が期待

されている燃料電池のうち，富士電機で開発を行っている

りん酸形と固体高分子形について開発の動向と今後の展望

について述べた。

今後も富士電機では，燃料電池をエネルギー，環境分野

でのキーコンポーネントと位置づけ，りん酸形燃料電池の

事業化と固体高分子形燃料電池の開発加速を強力に推進し

ていく所存である。

これまでの長年の開発にあたり，ご指導・ご協力をいた

だいた国および関係機関，ならびに積極的に導入していた

だいたユーザー各位に深く感謝するとともに，今後とも導

入支援や技術開発支援への一層のご理解とご支援をお願い

する次第である。
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図２　1 kW級固体高分子形燃料電池スタック

図３　1 kW級固体高分子形燃料電池発電装置と貯湯槽
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まえがき

富士電機は，りん酸形燃料電池の開発を積極的に進めて

おり，2002 年 3 月現在でオンサイト用として総計 101 台

の 50 kW，100 kW，500 kW機を製作，納入してきた。

累積運転時間の総計は 180 万時間を超え，商品化のため

の指標の一つとしている 40,000 時間を超えたサイトが 6

か所に達した。

これらからさまざまな技術的な知見，経験を蓄積し，そ

れらを反映させ 1998 年から低コスト，高信頼性化を図っ

た 100 kW第一次商品機を商品化し出荷している。これら

は稼動率 98 ％以上の高い値を示し，商品機レベルを達成

したことが示された。そしてさらなる低コスト，高信頼性

化を進めた 100 kW第二次商品機を開発し，製品としての

１台目を（株）富士電機能力開発センター経営研修所へ納入

し，2001 年 12 月から運転を開始した。

また，原燃料をバイオガスや副生水素とする燃料電池発

電装置の開発も進め，これまでに 100 kW機を副生水素用

に１台，バイオガス用に 3 台の納入実績を上げている。

本稿では現在，富士電機が主力機種として開発，納入を

進めている 100 kW機の開発状況と納入状況について報告

する。

第二次商品機の開発状況

現在，富士電機は低コスト化，耐久性の向上，高機能化

を達成した第二次商品機を出荷している。これは第一次商

品機で達成できた高信頼性を向上させつつ，コストを第一

次商品機の 2/3にすることを狙って開発されたものである。

この１号機を 1999 年 11 月に富士電機・千葉工場内に設

置し，2 年以上にわたり各種評価試験を実運転にて行い高

信頼性を確認した。図１には各発電負荷の送電端効率，高

温・低温熱出力効率の実績値を示す。このグラフから送電

端効率は計画値どおりに 100 ％発電負荷にて 40 ％，熱出

力を足した総合効率は 90 ％以上となることが確認できる。

第二次商品機の主な特徴

発電装置の主要機器である電池本体，改質器，脱硫器・

CO変成器の交換周期を 40,000 時間から 60,000 時間へ延

長することを目標としている。このことによりオーバホー

ル費用を大幅に削減することを狙っている。

また，装置には電話回線や携帯電話機を通してデータを

伝送し，それを解析し故障予知を行うプラント監視システ

ムを導入した。これにより予防保全を実施し信頼性の向上

を図った。

オプションとして，運転を継続したまま燃料を切換でき

る燃料切換システムの開発を完了した。これは実機にて都

市ガスー LPG（Liquefied Petroleum Gas）間の燃料切換

試験を実施し良好な結果が得られている。これは今後の都

市ガス，LPG，バイオガスなどの燃料多様化への対応に有

効な技術である。

100 kWりん酸形燃料電池の納入状況

1998 年から出荷を開始した第一次商品機はこれまでに

９台を出荷し，設置場所は病院，スーパーマーケット，ホ

テル，オフィスビルなど商用機ベースとして導入されてい

りん酸形燃料電池発電技術の開発と納入状況
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りん酸形燃料電池発電技術の開発と納入状況

る。累積運転時間は，第一次商品機 3，4 号機の約 24,000

時間を筆頭に順調に運転を継続中である。また，運転監視

については各サイトともプラント遠隔監視システムによる

予防保全体制を構築しており，ユーザーからの信頼と好評

を得ている。

現在は第二次商品機の出荷を開始し，その出荷 1台目を

（株）富士電機能力開発センター経営研修所へ納入した。こ

れらの納入実績，運転状況を表１に示す。2001 年度以降

の導入事例を次下に述べる。

４.１ オフィスビルへの適用

中国地方では初の商用機ベースの導入として，2001 年

４月，西日本電信電話（株）（NTT西日本）広島支店基町

ビル（屋外設置）・袋町ビル（屋内設置）内に 100 kW機

を設置し，運転を開始した。その設置状態を図２に示す。

オフィスビル特有の平日昼夜，休日の使用電力量の大幅な

変動に対する運用方法が当初懸念されたが，オフィスビル

内系統設備の改善とパターン運転の適用により，袋町ビル

の 100 kW機は 24 時間 100 ％運転，基町ビルの 100 kW機

は昼間 100 ％，夜間 70 ％のパターンで順調に運転を継続

している。熱利用に関しては，高温水（90 ℃）は温水だ

き吸収式冷温水機（10RT）の熱源として利用し，通年冷

房が必要なビル内交換機室などの空調に利用している。低

温水（50 ℃）は，熱交換器を介して湯沸室の給湯に利用

され，両ビルとも省エネルギー，環境改善効果に大きく寄

与している。システムフローの概要を図３に示す。

４.２ 研修施設への適用

第二次商品機の出荷１台目として，（株）富士電機能力開

発センター経営研修所内に，2001 年 12 月に設置し運用を

開始した。この施設には，100 kW燃料電池のほかに太陽

電池（10 kW），マイクロガスタービン（28 kW）が併設さ
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表１　第一次・第二次商品機の納入実績と運転状況 

呼　称 設置場所 

（2002年2月1日現在） 

容量 
（kW） 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100

燃　料 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

都市ガス（13A） 

バイオガス 

都市ガス（13A） 

消化ガス 

消化ガス 

大阪ガス（株）酉島燃料電池センター 
2001年8月移設　姫路赤十字病院 

名古屋栄ワシントンホテルプラザ 

コープ姫路白浜 

慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス 

NTT 西日本広島支店基町ビル 

NTT 西日本広島支店袋町ビル 

東京ガス（株）田町地区 

東京ガス（株）田町地区 

環境省（神戸市ポートアイランド） 

 

山形市浄化センター 

山形市浄化センター 

FP-100E  2号機 

FP-100E  3号機 

FP-100E  4号機 

FP-100E  5号機 

FP-100E  6号機 

FP-100E  7号機 

FP-100E  8号機 

FP-100E  9号機 

FP-100E  10号機 

FP-100F  2号機 

FP-100FB  3号機 

FP-100FB  4号機 

熱利用 

給　湯 

冷暖房，給湯 

冷　水 

冷暖房 

冷房，給湯 

冷房，給湯 

給　湯 

給　湯 

メタン発酵槽加温 

冷房，給湯 

消化槽加温 

消化槽加温 

設置時期 

1998年8月 

1999年3月 

1999年3月 

2000年4月 

2001年3月 

2001年3月 

2000年7月 

2000年7月 

2001年7月 

2001年12月 

2002年3月（予定） 

2002年3月（予定） 

累積運転時間 
（h） 

12,554 

24,891 

25,233 

14,592 

  8,079 

  7,408 

13,325 

13,130 

－ 

  1,336 

－ 

－ 

（株）富士電機能力開発センター経営 
  研修所 

図２　NTT西日本広島支店基町ビルにおける設置状態

TC

TC

温水だき 
吸収式 
冷温水機 
（10RT） 

湯沸室 

冷却水ポンプ 

冷温水ポンプ 

VVVF

空調機 

VVVF

100 kW 
燃料電池 
発電装置 

40 ℃ 

（低温水） 

（高温水） 

50 ℃ 

85 ℃ 

90 ℃ 

冷温水機用 
冷却塔 

排熱処理 
設備 

SGP 
50 A

都市ガス 

図３　NTT西日本広島支店基町ビルの概略フロー図



りん酸形燃料電池発電技術の開発と納入状況

れ，富士電機のエネルギーソリューションモデルとして位

置づけられている。その設置状態を図４に示す。

燃料電池の運転は，所内のパソコンからその日の研修所

の利用状況に応じた運転負荷を設定できるシステムを採用

しており，その指令に基づいてパターン運転を実施してい

る。また，本システムでは系統停電時に所内の特定負荷で

自立系統を形成し，燃料電池をバックアップ電源として活

用できるシステムを構築した。すなわち，系統停電時にお

ける燃料電池インバータのソフトスタート期間の延長，な

らびに施設側の特定負荷（85 kVA以下，瞬時負荷投入 5

kW）と燃料電池の協調した切換機能により，無停電電源

装置など特別な機器を追加することなく自立運転できるシ

ステムを備えている。

図５に，自立運転状態の単線結線図を示す。

熱利用に関しては，高温水（90 ℃）は温水だき吸収式

冷温水機（10RT）の熱源として利用し，施設内の空調に

利用している。低温水（50 ℃）は，熱交換器を介して給

湯予熱に利用されている。

あとがき

オンサイト用りん酸形燃料電池発電装置は，性能および

信頼性の面では，商用化のレベルに達したと考えられる。

しかしながら本格的な普及のためには，さらなる低コスト

化が必要である。

一方，りん酸形燃料電池は，工場からの副生水素，生ご

みや下水汚泥からのバイオガスなどを活用することが可能

であり，CO2の削減や廃棄物の再資源化の手段となりうる。

また，環境への関心が高まりつつある今日，燃料電池の利

用促進の法律が施行され，燃料電池の導入意欲が高まりつ

つある。今後も富士電機は，燃料電池のさらなる信頼性向

上とコスト低減，高機能化による適用用途の拡大を推進し，

オンサイト用燃料電池発電装置市場の形成を図り事業化を

進めていく所存である。

これまでの関係機関およびユーザー各位のご指導・ご協

力に感謝するとともに，今後ともなお一層のご理解とご支

援をお願いするものである。

参考文献

Hasegawa, M. et al．Development of on-site PAFC

power plant at Fuji Electric. 2000 FUEL CELL SEMI
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図４ （株）富士電機能力開発センター経営研修所における設置
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図５ （株）富士電機能力開発センター経営研修所の単線結線図
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まえがき

固体高分子形燃料電池（PEFC）は，電解質にイオン交

換膜を使用する燃料電池である。

富士電機では，1989 年から PEFCセル，電池スタック

の研究開発に着手し，基礎的な研究を進め，信頼性の向上

や電池スタックの開発に取り組み，良好な結果を得てきた。

また，2000 年から 2001 年にかけて，PEFC 発電システム

の実用化に向け，定置型のシステム実証と課題抽出，出力

規模スケールアップ時の基礎データ蓄積のために，発電ユ

ニット，貯湯ユニット，インバータユニットから成る１

kW級の PEFC発電システムを試作して評価した。

本稿では，試作したシステムの概要と評価結果，および

改質ガス用電池スタックの開発状況について述べる。

1 kW級PEFC発電システムの開発

２.１　システムの概要

発電ユニットは改質系機器，電池スタック，熱交換器・

回転機などの補機類から成り，一つのパッケージに収納さ

れている。図１にシステムフローを示す。（外観は本特集

号の別稿「燃料電池開発の動向と展望」の図３を参照いた

だきたい。）

供給された都市ガスは，脱硫器，改質器，CO変成器，

CO 除去器で構成される改質系機器により，CO 濃度 10

ppm未満の水素リッチガスに改質され電池スタックに導

入される。電池スタックでは，発電に伴い改質ガス中の水

素が 60 ～ 70 ％程度消費され，余剰の水素は，改質器の

バーナで燃焼し改質器の熱源となり，熱バランスを保つ。

電気出力は外部設置のインバータユニットにより，200 V

の交流電力に変換され，電力系統と連系される。排熱回収

は改質器の燃焼排ガスと，電池スタック冷却水ならびにカ

ソードオフガスから熱交換器を介して回収し，60 ℃の温

水が貯湯ユニットに蓄熱される。表１にシステムの仕様を

示す。

システムの運転は，スタートボタンを押すのみで発電可

能状態まで移行する全自動方式である。また，電気出力は

タッチパネルから 30 ～ 100 ％の値を入力することで任意

（2）

（1）
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図１　1 kW級PEFCのシステムフロー
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に変更可能である。

これらのシステムの制御は，りん酸形燃料電池発電シス

テムの制御で培った技術と実績を十分に反映することで，

安定した運転を実現することが可能となっている。

２.２ 改質系機器

改質系の機器は，都市ガス中の硫黄分を取り除く脱硫器，

水蒸気改質反応を行う改質器，改質ガス中の CO濃度を

１％未満に低減させる CO変成器，さらにその CO濃度を

10 ppm未満に低減させる CO除去器の四つの反応器から

構成されている。改質系機器の仕様を表２に示す。

脱硫方式には，システムの簡素化を図るために常温脱硫

方式を採用し，約 1年間の定格運転が可能な量の脱硫剤を

カートリッジに充てんした。

改質方式には，オンサイト用で実績のある水蒸気改質を

採用し，改質器と CO変成器は一体化させて小型化し，水

蒸気改質に必要な水蒸気はこの中でスーパーヒートさせて

から改質器へと供給している。改質器・ CO変成器の外観

を図２に示す。

CO除去方式には，改質ガス中の CO濃度に見合った空

気を前段で混入させて COを酸化させる選択酸化方式を採

用し，従来２層であった反応層を１層としてコンパクト化

を図っている。

また，PEFC発電システムでは，電池スタックの運転温

度が低いため，その発熱量を用いて水蒸気改質用の蒸気を

作り出すことができないために，改質器の燃焼排ガスが持

つ熱量を用いて蒸気を作り出す蒸気発生器も改質系機器の

重要な要素となる。蒸気発生器によって，蒸気を脈動なく

発生させるとともに，改質器の燃焼排ガスの温度を蒸気発

生器出口で 110 ℃まで下げて熱の有効利用を図った。

なお，脱硫器を除く改質系機器（図１の破線内）は一体

化して，φ300×650（mm，保温材を含む）の寸法に収め

た。

２.３ 試験結果

２.３.１ 起動停止，負荷変化，定格負荷性能試験

運転試験の結果，冷起動では約 110 分，暖起動では約

60 分で定格出力に達した。

図３に冷起動から定格出力到達および負荷変動時におけ

る改質系機器触媒層の温度変化を示す。なお，負荷は定格

（100 ％）→ 30 ％出力→定格で変化させた。

各温度は十分制御されており，安定した負荷変更が可能

である。

なお，定格負荷においては直流発電端にて38 ％（LHV：
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表１　1 kW 級 PEFC 発電システムの基本仕様 

1.0 kW（AC送電端） 

200 V  単相  3 線式 

65 ℃ 

都市ガス（13A） 

全自動 

1,100（W）×1,100（H）×400（L）mm

電気出力 

出力方式 

排熱温度 

燃　　料 

運転方式 

主要寸法 

表２　改質系機器の仕様 

都市ガス 13A 

常温脱硫触媒 

常　温 

出口硫黄濃度　　　　　　　　   
0.001 mg/m3（Normal）以下 

8,000時間 

都市ガス 13A 

2.5～3.0 

貴金属系触媒 

650～680 ℃（触媒層出口） 

2.0 dry ％ 以下 

銅-亜鉛系触媒 

320 ℃/180 ℃　  
（触媒層入口/出口） 

1.0 dry ％ 以下 

改質ガス（CO濃度  1.0 dry ％） 

2.0～3.0（1.0～1.5） 

貴金属系触媒 

220 ℃/80 ℃　　　 
（触媒層ピーク/出口） 

10 ppm 以下 

原　燃　料　ガ　ス 

触　　　　　　　媒 

運 　 転 　 温 　 度 

脱 　 硫 　 性 　 能 

交 　 換 　 周 　 期 

原　燃　料　ガ　ス 

S/C 

触　　　　　　　媒 

運 　 転 　 温 　 度 

出口ガスメタン濃度 

触　　　　　　　媒 

運 　 転 　 温 　 度 

出口ガス CO 濃度 

処 　 理 　 ガ 　 ス 

O2/CO 量　論　比 
　　（モル比） 

触　　　　　　　媒 

運 　 転 　 温 　 度 

出口ガス CO 濃度 

脱　硫　器 

改　質　器 

CO 変成器 

CO 除去器 

図２　改質器・CO変成器の外観
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Lower Heating Value）の発電効率を得た。

２.３.２ 連続運転試験

次に，長時間運転した場合の各部の温度，ガス組成，水

質などを確認するために，2001 年の６月から７月にかけ

て，定格出力による連続運転試験を実施した。図４に連続

運転時の改質系機器の温度変化，圧力などを示す。

各温度，圧力は十分に制御されており，安定した連続運

転が可能であることを確認した。また，水回収部に直接接

触式の小型熱交換器を採用したことにより，夏場は難しい

とされる水自立運転（燃料電池の生成水や燃焼排ガスに含

まれている水を回収して水蒸気改質用の水を賄い，外部か

ら水を補給しない運転）を実現した。水自立運転は，補給

水が入らない分，回収水の水質が向上することにより水処

理装置の寿命が伸びて経済的である。

２.３.３ 繰返し起動停止試験

起動停止を繰り返した場合の影響を確認するために，１

日１，2 回の起動停止を 50 回実施して，燃料電池電圧，

改質ガス組成に異常がないことを確認した。また，50 回

起動停止後も燃料系の気密が確保されていること，および

改質系機器の触媒層各部の温度分布が初期に対して変化が

ないことから，50 回程度の起動停止の繰返しによるヒー

トサイクルでは，改質系機器が損傷および変形しないこと

を確認した。

改質ガス用電池スタックの開発

３.１ PEFC電池スタック

PEFC電池スタックは，発電単位であるセルを複数枚直

列に接続し，締め付けた構造となっている。セルは主に燃

料極，空気極の電極，電解質膜から構成されており，各極

にはそれぞれ反応ガスが供給されている（312ページの

「解説」参照）。各極は触媒層とガス拡散層から構成されて

いる。触媒層は白金を主成分とする触媒活性物質をカーボ

ンブラックに担持した触媒とイオン交換膜を溶解した電解

質溶液により構成される。セル内では，電解質膜であるイ

オン交換膜を湿潤状態に保ちつつ，生成した水が反応ガス

の流通を阻害しないように水を管理する必要がある。

燃料に改質ガスを使用する場合，その中には微量の CO

が含まれており，COにより燃料極触媒が被毒される。そ

の被毒は温度が高いと緩和され，また，触媒を合金化する

ことでも緩和される。

富士電機では，水管理技術について詳細な検討を実施し

ており，無加湿運転という特徴ある技術を有しており，そ

の技術を使用した 1 kW級の純水素を燃料としたスタック

は 1 万時間を超えて順調に運転中である。これらの実績を

もとに，改質ガス用電池スタックとして運転温度を見直し，

それに伴い水管理条件を見直した。また，燃料極触媒の耐

CO被毒性を評価し，最適な触媒を選定した。

３.２ 改質ガス用単セル耐久性評価

以上の成果を織り込んだ単セルの耐久性評価を実施中で

ある。定格運転条件（セル温度 80 ℃，電流密度 0.4A/cm2）

での電圧経時変化を図５に示す。

図５から，停止・起動によりセル電圧が上昇し，その後

電圧が低下し，停止前の水準に戻ることが分かる。この現

象は，停止・起動によりセル内の湿潤状態が変化するため

であると推定される。また，ある程度連続運転した後の電

圧に着目すると 5,000 時間を超えると電圧が非常に安定す

ることが分かる。

現在，さらなる初期特性と耐久性向上を狙った電極の改

良検討を実施中であり，その効果を評価中である。

３.３ 改質ガス用1 kW級電池スタック

上記のように改質ガス用セルとして耐久性を確認したセ

ル仕様で 1 kW級発電装置用の電池スタックを製作した。

表３に主要仕様をまとめ，図６に電池スタックの外観を示

（5）

（4）（3）
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図５　単セル耐久性試験結果

表３　改質ガス用1 kW 級電池スタックの主要仕様 

改質ガス 

空　気 

酸化剤ガス加湿部内蔵 

80 ℃ 

常　圧 

100 cm2 

60 

40 A 

1.6 kW  DC

燃 料 ガ ス 

酸化剤ガス 

加 湿 方 式 

運 転 温 度 

運 転 圧 力 

電 極 面 積 

セ　ル　数 

定 格 電 流 

定 格 出 力 



固体高分子形燃料電池の開発

す。反応空気の加湿は電池スタック内部で加湿する方式を

採用しており，燃料ガスは改質ガスを加湿せずに供給する。

本電池スタックは種々の試験や改良などを容易にするため，

電池スタックとしてコンパクト性を追求した設計とはなっ

ていない。

本電池スタックは単体での発電試験を実施後，発電装置

へ組み込んだ。単体試験での電流・電圧特性および発電装

置での定格特性を図７に示す。電流・電圧特性は良好であ

り，発電装置での定格点特性は設計仕様を満足した。

現在は，10 kW級電池スタックの開発評価に向け，その

数セル規模のショートスタックを設計，製作中であり，今

後評価を開始する予定である。

あとがき

1 kW級 PEFC 発電システムおよび改質ガス用電池ス

タックの評価を行って，比較的長期間の安定した運転が可

能であることを確認した。

今後は，PEFC発電装置の実用化に向けて以下の開発に

注力していく。

改質ガス用電池の長寿命化，コストダウン

システムの簡素化によるコストダウン

補機動力・熱損失低減による効率向上

発電容量の最適化および改質ガス用電池の大面積化
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図６　1 kW級改質ガス用電池スタックの外観
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まえがき

循環型社会の構築に向けた法整備や技術開発，ビジネス

の動きがある中で，環境調和型の石油代替エネルギー資源

として，自然エネルギーの中心となるのはバイオマスエネ

ルギー（271ページの「解説」参照）といわれている。バ

イオマスエネルギーは，世界レベルで大量に導入していく

ことが提唱されており，特に新エネルギーの導入が遅れて

いる日本では，現在大量に廃棄されている廃木材，木くず，

汚泥，生ごみ，廃棄食用油，畜産廃棄物などの「廃棄物バ

イオマス」の利用が地球温暖化防止をも含めた環境対策の

面で期待されている。

富士電機では，1999 年から生ごみのメタン発酵ガスに

よるりん酸形燃料電池の適用開発に着手し，良好な運転結

果を得てきた。また，2001 年から 2002 年にかけて，100

kWりん酸形燃料電池を生ごみバイオガスと下水消化ガス

に適用したものを納入した。

本稿では，生ごみメタン発酵設備と下水処理場への導入

事例について，そのシステムの概要について述べる。

都市ガスとバイオガスの相違点

一般的に有機性廃棄物を嫌気性発酵させて発生するガス

はバイオガスと呼ばれているが，その成分はメタン約

60 ％，二酸化炭素約 40 ％である。そのほかに不純物とし，

硫化水素，アンモニア，塩化水素などが含まれている（表

１参照）。このガスの低位発熱量は約 23MJ/m3と都市ガ

スの約半分である。また，硫化水素などの不純物は，燃料

電池発電装置で使用している触媒への触媒毒として作用す

るため，あらかじめ何らかの処理をして除去する必要があ

る。都市ガス中にも付臭剤として硫黄化合物が含まれるが，

バイオガスの方が数百倍も多いため，通常は燃料電池発電

装置の前にバイオガスの前処理装置を設置して対応する。

脱硫方式は表２に示すように各種の方式があるが，バイオ

ガスではハンドリングのしやすさと安価であることから通

常乾式脱硫が採用される。また，硫化水素以外の不純物に

ついては，その量にもよるが活性炭塔を設置して除去して

いる。このようにして処理したバイオガスは，通常の都市

ガスや LPG（Liquefied Petroleum Gas）を燃料とした燃

料電池発電装置に若干の改造を施すことによって発電に利

用できる。

生ごみメタン発酵設備と下水処理場への適用例

富士電機では，2001 年 7 月に生ごみメタン発酵設備と

バイオガスを利用した燃料電池発電施設（環境省，神戸市

ポートアイランド地区）を，また，2002 年 3 月には下水

処理場の消化ガスを利用した燃料電池発電装置（山形市浄

化センター）を納入した。

以下にこれらのシステムについて述べる。

３.１ 生ごみバイオガス発電施設

３.１.１ システムの概要

本システムは，図１に示すとおり，前処理設備，メタン

（2）（1）
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表１　バイオガス（消化ガス）の一般的な性状 

バイオガス（消化ガス） 

性　状 
（例） 

60 ％程度 

－ 

－ 

－ 

40 ％程度 

0.8 ％以下 

0.2 ％以下 

500～1,000 ppm 

500 ppb 以下 

1 ppm 以下 

21,500

成　分 

メ　タ　ン 

エ　タ　ン 

プ ロ パ ン 

ブ　タ　ン 

二酸化炭素 

窒　　　素 

酸　　　素 

硫 化 水 素 

硫黄化合物 
（硫化水素以外） 

アンモニア 

発　熱　量 
（kJ/m3）

＊1

＊1：低位発熱量，0 ℃，1 気圧基準 

燃料電池許容値 
（標準仕様） 

60±2.5 ％ 

－ 

－ 

－ 

40±2.5 ％ 

0.1 ％以下 

50 ppm 以下 

2 ppm 以下 

50 ppb 以下 

1 ppm 以下 

21,500

都市ガス 
（13A） 

88 ％ 

6 ％ 

4 ％ 

2 ％ 

－ 

－ 

－ 

－ 

6 ppm 

－ 

41,600
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発酵設備，排水処理設備，燃料電池設備およびエネルギー

利用設備（将来設置予定）により構成される。システムの

うち，メタン発酵システムについては，鹿島建設（株）の

「高温メタン発酵式有機性廃棄物処理システム」（商品名：

メタクレス）を採用し，燃料電池システムは，富士電機が

開発・製造・商品化している「100 kWりん酸形燃料電池

発電装置」（商品名：FP-100）を採用している。両システ

ムの組合せは，新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）の「平成 11 年度新規産業創造型提案公募事業」

により，実験室レベルでの検証が完了しているが，実用機

レベルでのシステム構築は今回が初めてである。

外観を図２に示す。

本システムの各設備の概要を以下に述べる。

前処理設備

神戸市内のホテルから排出された生ごみ（6 t/日）は，

収集車により施設に搬入され，受入れホッパに投入される。

そして，破袋・破砕された後，油圧プレス式粉砕分別機に

より異物（ラップ，金属片，割りばしなど）を分別し，微

生物分解に適した有機物のみをペースト化する。しかし，

ペースト化された有機物は粘度が高く，また粒度も大きい

ため，混合槽にて同量程度の希釈水を加えた後，粉砕ポン

プ（カッタポンプ）により微粉砕した生ごみスラリーとし

（1）

（3）

（1）
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メタン発酵設備 

燃料電池設備 

排水処理設備 

ELECTRICITY

GAS ENERGY

ELECTRICITY

GAS ENERGY

REGULAR
HIGH POWER
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水 

図１　生ごみバイオガス化燃料電池発電システムの概要

表２　脱硫方式の比較 

項　目 
脱硫方式 

ゼオライト系 

TBM（ターシャリブチルメルカプタン） 
DMS（ジメチルサルファイド） 

物理吸着 

常温脱硫 

常　温 

都市ガス，LPG 

固体高分子形燃料電池 

脱硫剤名称 

硫　黄　種 

脱 硫 方 式 

主 な 反 応 

反 応 温 度 

用　　　　途 

適用燃料電池 

TBM：CH3CH2CH2CHSH，DMS：CH3SCH3（硫化メチル） 

Ni-Mo 系＋ZnO 
Co-Mo 系＋ZnO

化学吸着 

水添脱硫 

R-CH2SH＋H2 
　　　→R-CH3＋H2S 
H2S＋ZnO→ZnS＋H2O

250～300 ℃ 

都市ガス，LPG 

りん酸形燃料電池 

酸化鉄系 

H2S（硫化水素） 

化学吸着 

乾式脱硫 

Fe2O2＋3H2S 
　　　→Fe2S3＋3H2O

常　温 

消化ガス，バイオガス 

りん酸形燃料電池 

鉄-亜鉛系酸化物系 

H2S（硫化水素） 

化学吸着 

乾式脱硫 

ZnFe2O4＋3H2S＋H2 
　→ZnS＋2FeS＋4H2O

440～450 ℃ 

石炭ガス化 

溶融炭酸塩形燃料電池 

図２　生ごみバイオガス化燃料電池発電システムの外観
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て，後段のメタン発酵槽に投入する。

なお，収集の際使用するビニル袋は，生分解性ビニル袋

を環境省が準備し，ホテル（生ごみ排出者）に支給して，

協力を要請している。生分解性ビニル袋は，粉砕分別機に

よる異物除去ができなかった場合でも，後段の排水処理設

備により微生物分解される。

メタン発酵設備

メタン発酵槽本体は，内径 5,200mm，高さ 8,500mmの

ステンレス鋼製円筒形の固定床式リアクタである。内部に

は直径 100mm，長さ 6,500mmの円筒形炭素繊維微生物

担体を充てんしている。微粉砕された生ごみスラリーは，

メタン発酵槽上部から投入され，下向流しながら，メタン

生成菌を主体とする高温嫌気性微生物により嫌気性発酵す

る。平均滞留時間は約８日である。また，リアクタ下部か

ら引き抜かれた発酵液は，熱交換器を介し，55 ℃に加温

されリアクタ上部へ循環させる。この際の熱源には，燃料

電池から排出される温水を利用する。

高温嫌気性発酵により発生するバイオガスは，メタンと

二酸化炭素がその主成分であるが，硫化水素，アンモニア

などの不純ガス成分も含まれている。こうした不純ガス成

分は，後段の燃料電池発電装置に悪影響を及ぼすため，脱

硫塔（酸化鉄），精製塔（活性炭）を通し，不純ガス成分

を取り除いた後，燃料電池設備へ供給される。

また，脱硫・精製されたバイオガスは，二重バルーン構

造のガスホルダ（30m3）にも貯留され，バイオガス発生

量の変動に対応している。

排水処理設備

メタン発酵槽のオーバフローにより排出される発酵廃液

や，各プロセスから排出される汚水は，施設内にある排水

処理設備に集められる。嫌気・好気性処理を行った後，浸

漬膜を通した処理水を下水道に放流する。また，排水処理

により発生した汚泥は，脱水処理し，施設外に排出する。

燃料電池設備

りん酸形燃料電池は，バイオガス中のメタン（CH4）を

燃料電池パッケージ内の改質器で改質された水素（H2）

と，空気中の酸素（O2）による電気化学反応により，電

気（直流）を取り出すものであり，取り出された電気（直

流）はインバータにより AC 200 V・60Hzの交流に変換

して施設内に電力を供給する。施設内の消費電力はすべて

燃料電池で賄い，約 40 ％の電力は余剰となり，有効活用

が可能である。

エネルギー利用設備（将来）

環境省による本事業では，地域における循環型事業を目

指し，発生した電力・ガスのうち，余剰分について地域循

環に適した利用を計画している。

現在，余剰ガス・電力を利用した「ガス自動車用ガスス

タンド」「電気自動車用電気スタンド」を施設わきに併設

することを検討している。

３.１.２ バイオガス発電の導入効果

本システムを導入することにより以下の効果が期待され

る。

生ごみを焼却することなく減容化することによる，化

石燃料削減および CO2 発生抑制

余剰電力の有効利用による化石燃料削減および CO2

発生抑制

余剰ガスの有効利用による化石燃料削減および CO2

発生抑制

生ごみを分別回収することによる廃棄物全体量の削減

（リデュース）

本事業をテーマにした環境実践教育による波及効果

なお，本事業における実施検証期間は３年間を予定して

いる。

３.２ 下水処理場への導入

現在，下水汚泥の嫌気性処理は，国内の下水処理場では

約 300 施設が稼動している。これら施設の消化ガスの総発

生量は約 2.6 億 m3/年であり，その利用は消化タンクの加

温や消化ガス発電，汚泥燃焼の補助燃料などに利用されて

いる。消化ガス発電には約 15 ％が利用されているが，発

電の形態はガスエンジンがほとんどである。最近，従来の

ガスエンジンによる発電に比較して発電効率や環境面に優

れている燃料電池の導入が試みられている。富士電機にお

いても，山形市浄化センターに 2002 年 3 月に燃料電池を

納入した。山形市浄化センターは日平均流入量 40,000m3/

日の下水処理場である。また下水汚泥は，嫌気性発酵して

約 4,200m3/日の消化ガスが発生している。発生した消化

ガスの一部は 178 kWのガスエンジンで発電し，有効利用

しているが，消化ガス量の増大に対応するために 100 kW

りん酸形燃料電池を２台導入して，電力を回収するととも

に，同時に発生する熱は消化タンクの加温に利用するシス

テムとしている。システムの概要を図３に示す。また，燃

料電池設備の仕様を表３に示す。

燃料電池を導入することによって，省エネルギー効果・

環境効果は，

原油換算省エネルギー効果：458 kL/年（燃料電池２

台導入分）

CO2 削減効果 ： 1,140 t/年（燃料電池２台導入分）

NOx 削減効果： 460 kg/年（燃料電池２台導入分）

SOx 削減効果： 412 kg/年（燃料電池２台導入分）

が可能である。

今後の展開

燃料電池発電は，一般的なガス発電機関（ガスエンジン，

ガスタービンなど）と違い，燃料ガスを燃焼させることな

く発電できることから，排気がきわめてクリーン（NOx：

5 ppm以下，SOx：検出限界以下）であると同時に，回転

エネルギーを介することなく発電できることから，高い発

電効率が得られる。また，発電に要する電気化学反応の際

発生する温水は，熱回収することにより利用が可能である。

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食

品リサイクル法）の施行により，産業界では生ごみバイオ
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バイオマスエネルギー利用の燃料電池の現状と展望

ガス発電の実証試験の３年を待たずに，リサイクルの実践

が加速されると考えている。この生ごみバイオガス発電シ

ステムは，こうした食品リサイクル法の実証例となる。

今後，実施検証により，上記効果が検証されることによ

り，食品リサイクルと地球温暖化防止の輪が広がりを見せ

ることを期待したい。

また，下水の消化ガス施設で 100 kW燃料電池を稼動さ

せるのに必要な消化ガス発生量を有する施設は約 100か所

以上あり，現在はボイラ燃料など熱エネルギーとして利用

されている。今後 CO2 排出削減のためには分散電源とし

て消化ガスを利用する燃料電池が普及していくものと予想

される。政府においても，資源エネルギー庁の総合資源エ

ネルギー調査会新エネルギー部会の報告書において 2010

年のバイオマス発電の導入目標を設備容量で 33 万 kW/年

（1999 年に対し約 4倍，原油換算で 34 万 kL/年）として

示している。

今後は，バイオガスの燃料電池への適用例を増やしてい

くために以下の開発に注力していく考えである。

50 ％程度の低メタンガス濃度に対応した燃料電池の

開発

バイオガス発生量の変動（0 ～ 100 ％）に追従する燃

料電池の開発

メタン発酵設備に適した排熱利用の開発

あとがき

生ごみのメタン発酵によるバイオガスや下水汚泥の消化

による消化ガスを利用したりん酸形燃料電池の適用例につ

いて述べた。有機性廃棄物の減容化を推進するうえでメタ

ン発酵技術はその省エネルギー性からいっても最適である

と考えられ，発生するメタンガスの利用方法としては，燃

料電池が適している。

さらに，バイオガスを利用した燃料電池発電が導入され

るよう関係各方面のご指導・ご支援をお願いしたい。
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排熱回収装置 
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燃料電池発電装置 低温排熱 

排熱処理装置 

高温排熱 

冷却塔 

100 kW 
燃料電池発電装置 

45 m3/h 
（Normal） 

45 m3/h 
（Normal） 

低温排熱 

排熱処理装置 

高温排熱 

冷却塔 

山形市下水道部浄化センター 
消化ガス発電装置（燃料電池） 
発電電力　送電出力　200 kW（100 kW×2基） 
電力利用　浄化センター内で消費 
排熱利用　260 kW（130 kW×2基）消化タンクの加温 
 

図３　山形市浄化センター向け燃料電池発電設備の概略フロー図

表３　山形市浄化センター向け燃料電池発電装置の仕様 

仕　様 項　目 

100 kW（送電端） 

210 V，50 Hz 

38 ％（定格時，送電端，LHV） 

87 ％（定格時，送電端，LHV） 

消化ガス（メタン 60 ％，二酸化炭素 40 ％） 

45 m3/h（Normal） 

全自動運転・系統連系 

20 ％（90 ℃温水） 
29 ％（50 ℃温水） 

NOx：5 ppm 以下  SOx：検出限界以下 

65 dB（A）（機側 1 m 平均値） 

2.2 m（W）×4.1 m（L）×2.5 m（H） 

12 t

定　格　出　力 

出力電圧・周波数 

発　電　効　率 

総　合　効　率 

原　　燃　　料 

消　　費　　量 

運　転　形　態 

熱　　出　　力 

排　　ガ　　ス 

騒　音　特　性 

代　表　寸　法 

質　　　　　　量 
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まえがき

パルスチューブ冷凍機は 1960 年代に発明された極低温

冷凍機で，膨張部に可動機構であるピストンを有するス

ターリング冷凍機に対して，膨張部に可動部を持たないパ

イプで構成されているため次の特徴がある。

™構造が単純

™冷凍部の低振動化

™長寿命，高信頼性で保守が容易

パルスチューブ冷凍機は，これらの特徴から長時間の無

保守運転や低振動が要求される用途への利用が期待され，

民生用としては通信分野などでの高温超伝導デバイスの冷

却や医療用などに，宇宙用としては赤外線デバイスなどの

冷却用への応用が有望である。

富士電機では，1978 年に赤外線センサ用のスターリン

グ冷凍機を開発して以来，これまで人工衛星搭載用として

冷凍出力 1.4W（70K 時）のスターリング冷凍機を開発し

てきた。この冷凍機は長寿命化を狙い 50,000 時間の信頼

性を確保している。近年はこの高信頼性技術をベースに小

型・高効率のパルスチューブ冷凍機の開発に取り組み，冷

凍出力 2.5W，冷凍温度 70Kの小型パルスチューブ冷凍

機を開発した。

本稿では，新たに開発した小型パルスチューブ冷凍機に

ついて紹介する。

冷凍機の構成と原理

パルスチューブ冷凍機は図１に示す模式図のように，圧

縮機，放熱器，蓄冷器，低温端，パルスチューブおよび位

相制御機構から構成される。冷凍機の基本サイクルはス

ターリングサイクルに基づいている。スターリングサイク

ルとは，二つの等温変化と二つの等容変化から形成される

冷凍サイクルである。パルスチューブ冷凍機とスターリン

グ冷凍機の大きな相違点は，膨張機である。スターリング

冷凍機の場合，膨張機はピストンとシリンダにより構成さ

れるが，パルスチューブ冷凍機の膨張機には可動部がなく

パルスチューブ内のガス（これを「ガスピストン」と称す

る）がその役割を担っている。

圧縮機はピストンの往復動によりガスの周期的な圧力振

動を発生する。放熱器は圧縮仕事により発生した熱を系外

へ捨てる。蓄冷器は放熱器と低温端の間にあり，低温端で

発生した冷熱を蓄積する熱交換器としての役割を果たして

いる。ガスピストンがパルスチューブ内で動作し，膨張仕

事をして冷凍を発生させるためには，圧力とガスピストン

位置が最適な位相をとる必要がある。そのためにインダク

タンス成分と抵抗成分に相当する細管とキャパシタンス成

分に相当するバッファタンクから成る位相制御機構を用い

ている。

パルスチューブ冷凍機はその構成からインライン形とリ

ターン形に分類される。インライン形とは図１の模式図に

示すように蓄冷器，低温端，パルスチューブが直線状に並

んだ構成であり，リターン形とは低温端を起点として蓄冷

器とパルスチューブが折り返された構成である。インライ

ン形はパルスチューブ低温端での整流が容易なため冷凍機

としての効率は高い。一方，リターン形は被冷却体の取付

け自由度が大きい。本開発では，高効率を目指すためイン

ライン形を採用した。

パルスチューブ冷凍機

３.１ 開発経緯

富士電機ではこれまで，赤外線センサの冷却を目的とし

（2）

（1）
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図１　パルスチューブ冷凍機の模式図



小型パルスチューブ冷凍機

た特殊車両用や人工衛星搭載用のスターリング冷凍機を開

発してきた。図２に富士電機におけるこれまでの開発経緯

を示す。冷凍機の開発は，1978 年の特殊車両用冷凍機が

最初であり，この技術を生かして 1984 年から人工衛星搭

載用冷凍機を開発した。1990 年から開発をスタートした

人工衛星搭載用の冷凍機は，冷凍出力 1.4W（70K 時）で

あり，長寿命化を狙い 50,000 時間の信頼性を確保した。

今回開発したパルスチューブ冷凍機の圧縮機も，この高信

頼性技術をベースとして開発した。開発のコンセプトは高

信頼性，低コスト，コンパクトかつ高効率である。開発し

たパルスチューブ冷凍機の仕様を表１に示す。また，外観

を図３に示す。冷凍出力は 2.5W（低温端温度 70K）で，

消費電力は 120Wである。また，圧縮機寸法を外径 92mm

×長さ190mmとして小型化を図った。

３.２ パルスチューブ冷凍機の性能

図４に冷凍機への供給電力を一定にしたときの低温端温

度と冷凍出力の関係（冷却ロードライン）を示す。冷凍出

力は低温端温度に対してリニアに増加している。消費電力

を上げることは，圧縮機のピストンストロークを増大させ

ることを意味しており，消費電力が大きいほど，冷却ロー

ドラインの傾きが大きくなることが分かる。

図５には，低温端温度と比出力の関係を示す。比出力と

は消費電力を冷凍出力で除した値であり，単位冷凍出力を

得るために必要な消費電力を意味している。この値が小さ

いほど冷凍機の効率がよい。図から設計温度 70Kでは消

費電力が 120Wのときの運転が最適であることが分かる。

この点は設計点である 2.5W（70K 時）に一致し，比出力

は 48W/Wであった。消費電力が 195Wのときは，3.8W

（70K 時）の冷凍出力が得られる。しかし，比出力も大き

（4）
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スターリング冷凍機 

パルスチューブ冷凍機 

'78 特殊車両用 

人工衛星搭載用 '84
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低コスト化，性能向上（民生用） 

低コスト化，性能向上 

★'92打上げ 

★'00打上げ 

★'02打上げ 
　 予定 

図２　富士電機における冷凍機の開発経緯

図３　パルスチューブ冷凍機の外観

表１　パルスチューブ冷凍機の仕様 

2.5 W（70 K 時） 

120 W 

48 W/W 

50 Hz 

3.1 MPa 

50,000 h 

外径 92 mm ×長さ 190 mm 

8.5 kg

冷 凍 出 力 

消 費 電 力 

比　出　力 

運転周波数 

封 入 圧 力 

寿　　　命 

圧縮機寸法 

質　　　量 

周囲温度：25 ℃ 195 W 

160 W 

120 W 

70 W 

30 W 

40 50 60 70 80 90 100

冷
凍
出
力
（
W
）
 

低温端温度（K） 
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図４　低温端温度と冷凍出力の関係

周囲温度：25 ℃ 

195 W

160 W

120 W

70 W

30 W

60 70 80 90 100

比
出
力
（
W
/W
）
 

低温端温度（K） 

50

45

40

35

30

25

20

15

図５　低温端温度と比出力の関係



小型パルスチューブ冷凍機

い。これは設計点を超えたところでの運転であるため，

I 2Rロス（銅損）が大きくなり，消費電力が増大している

ものと考えられる。

３.３ 基本構成と設計

パルスチューブ冷凍機の開発にあたっては，高効率化を

目指した膨張機の構成パラメータの最適化，さらには膨張

機と圧縮機との組合せの最適化を図った。また，長寿命・

高信頼性のためには，ピストン支持にフレクシャベアリン

グを採用し，ピストンとシリンダがしゅう動しないクリア

ランスシール構成とするとともに，ガスを汚染する材料の

使用を極力低減した。

３.３.１ 膨張機

図６にパルスチューブ冷凍機の断面図を示す。膨張機は

可動部を持たないシンプルな構造であるが，蓄冷器寸法や

パルスチューブ寸法などの最適化設計を行うのは，計算と

合いにくいため容易ではない。

膨張機の高効率化を図るためには，圧縮機から与えられ

た PV仕事に対して，

発生冷凍量すなわち図示冷凍出力を大きくする。

低温端への熱侵入量を小さくする。

ことが肝要である。 を満足するためには，圧力振幅

とガスピストン振幅を大きくし，その両者の位相差を 90°

に近づける。 を満足するためには，熱侵入量のうち半分

以上を占める蓄冷器の非効率による熱の持込みを低減する

必要がある。 はパルスチューブ寸法と位相制御機構の

構成の最適化が必要であり， は蓄冷器の構成である表面

積と熱容量が大きくかつ圧力損失の小さい蓄冷材が必要と

なる。そこで，蓄冷器寸法，蓄冷器材料，パルスチューブ

寸法をパラメータとして冷却性能試験により最適値を求め

ることとした。その結果，パルスチューブ容積と蓄冷器容

積の比には最適値が存在することを見いだし，蓄冷器およ

びパルスチューブの寸法を決定した。また，運転条件では

圧力を上げることで性能が向上するが，圧力容器設計も考

慮し 3.1MPaとした。運転周波数は位相制御機構の最適化

と圧縮機の適合性も考慮して 50Hzに決定した。

低温端は作動ガスとの熱交換およびパルスチューブ低温

側の整流を行う重要な部分である。また，放熱器も同様に

熱交換と整流が要求される要素である。そこで，伝熱性能

の向上と整流を併せ持つ構成に工夫を施し，構造を決定し

た。

３.３.２ 圧縮機

圧縮機は，高信頼性，低コスト，コンパクトが要求され

ている。この要求を達成するために，以下のような特徴を

持たせている。各部の構成と名称は，図６のパルスチュー

ブ冷凍機の断面図に示している。構造上の特徴は次のとお

りである。

一組のピストンを対向して配置することにより，それ

ぞれの慣性力を相殺し発生振動を低減する。

ピストンを駆動するリニアモータ（VCM）の可動部

は，二組のフレクシャベアリングで片側から支持してお

り，従来用いられていたリニアモータの可動部を両側か

ら支持する方式と比較すると，軸方向寸法の大幅な短縮

を可能にしている。

ピストンは数十μmの微少すきま（クリアランス）を

介してシリンダに挿入され，しゅう動のないクリアラン

スシールを構成している。

リニアモータの継鉄部と外部フレームを兼用させるこ

とにより，小型・軽量化を図っている。

各構成部品は，プレス加工・射出成形など量産効果の

高い方式を盛り込み，高精度な機械加工は最小限にして，

低コスト化を図っている。

３.３.３ 寿命・信頼性

冷凍機の構成の中で，寿命・信頼性に影響を及ぼす要因

は圧縮機のピストン支持部およびリード線の疲労，作動ガ

スの汚染，などである。このため，クリティカル要素につ

いて個別に信頼性評価を実施している。

フレクシャベアリング設計と信頼性

冷凍機の部品の中で疲労設計の必要なものは可動部材で

あるフレクシャベアリングとリード線である。これらにつ

いては，有限要素法による非線形構造解析および試作によ

るつき合わせ評価をすることにより設計手法を確立し，そ

れぞれの部品について形状・寸法を最適化している。図７

に有限要素法によるフレクシャベアリングの応力解析例，

図８に変位―負荷特性の解析と実測の比較例を示す。フレ

クシャベアリングとリード線の材料は，疲労限度の高い銅

合金を用いており，疲労限界値に対する安全率は寿命

50,000 時間の設計実績がある衛星搭載用冷凍機の基準に準

拠している。リード線については，配置する空間に余裕が

あるためフレクシャベアリングより大きい安全率を採用し，

信頼性を向上させている。

上述のフレクシャベアリングで可動部（モータコイル，

ピストン，リード線）を支持した場合のピストン先端にお

ける直進度は，設計仕様値を満足しており，ピストンとシ
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図６　パルスチューブ冷凍機の断面図



小型パルスチューブ冷凍機

リンダ間を非接触でシールするクリアランスシールの構成

を可能にしている。このピストン先端の直進度を評価した

連続試験結果を図９に示す。直進度は，材料の疲労限度と

いわれる 108 回以上（約 5,000 時間の運転）の繰返し動作

の前後で変化がない。この試験は，現在も継続中である。

作動ガスの信頼性

冷凍機の作動ガスにはヘリウムを用いており，これが汚

染されると冷却能力が低下する。そこで，冷凍機内部に使

用する部品 12 品目について，実機を模擬した汚染ガス発

生装置を製作している。汚染ガスの発生は，代替材料の組

合せおよび洗浄・脱ガス条件（２条件）をパラメータにし

て，アレニウス則を適用した温度加速を行い，短期間で汚

染ガスを発生させることにより環境温度と汚染ガス発生の

関係を定量化できるようにした。

また，この汚染ガスを冷凍機に充てんして冷却能力試験

を行い，ガス汚染度と冷凍機の冷却能力の関係を定量化し

た。図 にガス汚染度と冷却能力の関係を示す。冷却能力

は，作動ガスの汚染度が大きいほど低下する。本冷凍機の

場合は，コストとのトレードオフにより初期状態からの冷

却能力の低下が 10 ％以下になるように構成材料と脱ガス

処理条件を決定している。

あとがき

パルスチューブ冷凍機開発の現状について述べた。

液体窒素温度領域まで冷却するパルスチューブ冷凍機は

通信分野などでの高温超伝導デバイス冷却や精密磁気計測

を用いた医療分野用などへの適用が期待されている。今後，

民生用として普及するためには低コスト化が課題であり，

これまでに培った技術をベースにコスト低減に注力してい

く所存である。
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図７　有限要素法による解析例
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図９　フレクシャベアリングの直進性
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まえがき

近年，地下水汚染で有名となったトリクロロエチレン

（トリクレン）やテトラクロロエチレン（パークレン）な

どの難分解性有機塩素化合物に代表される環境汚染が社会

問題となっている。現在，これら環境汚染物質の使用後の

廃液の回収，廃棄処理が実施されているが，処理コストな

どの点で，ばっ気による大気放散処理，および活性炭吸着

後，埋立てあるいは焼却処理されることが主流となってい

る。しかし，これらの方法は大気汚染および産廃量増加に

よる埋立地不足，ダイオキシン生成，浸出水汚染などの問

題が生じている。

一方，最近，これら難分解性の環境汚染物質を分解・無

害化する方法として，光触媒酸化分解法，オゾンと他手段，

例えば過酸化水素や紫外線などを組み合わせた促進酸化分

解法（AOP：Advanced Oxidization Process）や超臨界

水分解法などが実用化されているが，物質により分解が困

難である場合や，装置が大掛かりとなり高コスト処理とな

る場合があった。これにより需要が大きいと見込まれる

小・中容量処理規模での適用が困難であった。

したがって，小型，低コスト，無試薬で，廃液中の環境

汚染物質を排水基準の低濃度レベルまで分解処理可能なオ

ンサイト設置型廃液処理装置の開発が望まれている。

富士電機は，近年研究が盛んな超音波照射による揮発性

有機物質などの分解，および上記促進酸化分解法や殺菌な

どで実用化されている紫外線照射に着目し，この超音波と

紫外線を同時照射することで効率的な分解（超音波複合分

解）が可能であることを確認し，現在その一適用例として

ドライクリーニング廃液処理装置の開発を行っている。

本稿では，まず水中への超音波照射による化学反応，す

なわち超音波化学反応（ソノケミストリー）を用いた超音

波分解について概説したうえで，超音波と紫外線の効果を

組み合わせた超音波複合分解装置の概要およびクリーニン

グ廃液処理装置への適用例について解説する。

超音波分解の概要と課題

水中への強力な超音波照射で生じる超音波化学反応によ

り，有害物質を分解する方法がその簡便性ゆえ最近注目を

浴びている
～

。図１に超音波分解装置の例と分解機構の概略

を示す。反応容器の底には超音波振動子が取り付けられて

おり，容器に試料溶液を満たし，振動子の共振周波数（通

常 20 kHz ～ 1MHz）に相当する高周波電圧を発振・増幅

させて振動子に入力させると，試料溶液中に疎密波（縦波）

としての超音波がμsオーダーのサイクルで照射される。

この超音波化学反応の機構は図１に示すように現在までの

ところ，

① キャビテーション気泡内部における高温・高圧分解

② 上記①から生成する OHラジカルによる酸化分解

の２種類とする説が有力となっている。

ここでキャビテーションとは，微小気泡の急速膨張・圧

壊の現象をいい，OHラジカルは活性酸素の一種で高酸化

性物質である。

この超音波分解の機構を以下に順を追って説明する。

水中への超音波照射により，正の音圧を受けた水が圧

縮，次いで負の音圧で減圧された際，部分的に水が引き

ちぎられ，真空の空洞（キャビティ）すなわちキャビ

テーション気泡（以下，気泡と略す）を多量に生じる。

気泡形成時に，水中の揮発性物質，例えばパークレン

および多量に存在する水分子は気泡内に気化・移行する。

気泡は次にくる正の音圧で押しつぶされることにより

圧壊し，瞬間的な断熱圧縮により，気泡内は数千度，数

百気圧レベルの高温・高圧状態となる。この際，気泡内

に進入した揮発性物質は熱分解し，無害な炭酸ガスやハ

ロゲンイオンなどになる。このとき気泡周囲の液相（水

溶液自身）は常温で，気泡界面は高温・高圧～常温・常

圧のこう配条件となっている。

気泡内に進入した水分子も同様に熱分解し，H2O →

H・＋・OHの反応により，Hラジカル（H・）と OHラ

ジカル（・OH）が生成する。ここで，Hラジカルは水

素ガスもしくは水素イオンとなり安定化するが，OHラ

（7）

（4）

（3）

（2）

（1）

（6）（1）

超音波複合分解装置

303（43）

川上　幸次（かわかみ　こうじ） 田中　義郎（たなか　よしお） 北出 雄二郎（きたいで　ゆうじろう）



超音波複合分解装置

ジカルは表１に示すようにオゾンより高い酸化力を有し

ており，気泡内の揮発性物質だけでなく，気泡界面や液

相に存在する非揮発性物質も酸化分解し，無害な物質と

する。

上記気泡の形成・圧壊により引き起こされる高温・高

圧分解，および OHラジカルによる酸化分解が，個々の

気泡においてμsオーダー（周波数により異なる）とい

う高速サイクルで繰り返され，分解が効率よく行われる。

上記 ～ から超音波分解は三つ（気泡内，気泡界面，

液相）の反応領域を有すると考えられている
～

。

したがって，疎水性物質は気泡内または気泡界面で，親

水性物質は液相で分解しやすく，これまでに各種の有機塩

素化合物，界面活性剤，環境ホルモンなどの分解が確認さ

れている。

しかし，パークレンのような揮発性物質を超音波分解す

る際には，分解速度が低濃度域で低下し，排水基準までの

分解が困難であった。この原因は図２に示した機構で説明

ができる。

すなわち，パークレンの水中における濃度が中・高濃度

域では気泡内への移行が十分に行われ，結果として気泡内

での熱分解および気泡界面での OHラジカルによる分解が

迅速に起こる。しかし低濃度域では，パークレン分子は液

相中で水和し安定した状態で存在しているため，気泡内へ

の移行はほとんど生じず，また気泡界面に生成した OHラ

ジカルも反応領域が異なる液相のパークレンを分解できな

い。次いで OHラジカル同士が再結合し，HO・＋・OH→

H2O2の反応式で過酸化水素が液相に生成する。この過酸

化水素は表１から OHラジカルより酸化力が低く，難分解

性のパークレンの分解は困難となる。以上のことから，揮

発性物質の超音波分解においては低濃度域における効率分

解が課題となっていた。

超音波複合分解装置の概要

富士電機は上記超音波分解の課題を解決するため，促進

酸化分解法や殺菌などで使用されている紫外線照射に着目

し，超音波と紫外線を同時照射することで中・高濃度域だ

けでなく低濃度域においても効率的な分解（超音波複合分

解）を確認し，その技術を適用した装置の開発を行ってい

る。
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図１　超音波分解装置と分解メカニズムの概略
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反応機構：高温・高圧での熱分解 
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図２　超音波分解における分解速度低下の解説
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３.１ 装置の構成および特徴

超音波複合分解装置の概略を図３に示す。

装置は反応容器，超音波振動子および紫外線ランプの三

つの基本部品で構成されている。形状，配置上の特徴は，

紫外線ランプを反応容器の上部中央，鉛直下向きに取り付

け，かつリング状の超音波振動子を紫外線ランプが超音波

の進行を妨げない位置となるよう容器底部に取り付けたこ

とにある（特許出願中）。このような構成とすることで，

紫外線ランプ自身による超音波の減衰を極力低減し，超音

波および紫外線の効率照射を可能としている。また，図３

のリング状振動子の内径を紫外線ランプの外径とほぼ同径

とすることで，超音波がランプ表面近傍を常に揺動し汚れ

が付着しにくくなる効果が得られ，メンテナンス頻度の低

減が期待できる。

３.２ 超音波複合分解のメカニズム

上述した超音波分解において試料が揮発性物質の場合，

低濃度域で液相に存在する試料分子の分解が困難となる課

題に対し，液相に生成してくる過酸化水素に紫外線（UV）

を照射することで下記反応式により，

OHラジカルが液相に再生成し，残存する低濃度の揮発性

物質を効率分解できることが分かった。この超音波と紫外

線を組み合わせた超音波複合分解のメカニズムを図４に示

す。

本メカニズムによれば低濃度揮発性物質のみならず，非

揮発性の親水性物質の効率分解も期待できる。

以上のことから，超音波複合分解のメカニズムをまとめ

ると，次の異なる二つの分解によるものといえる。

超音波照射で生成する微小気泡（キャビテーション気

泡）内の高温・高圧による熱分解

超音波および紫外線照射で生成する OHラジカルによ

る高酸化分解

本分解方法は無試薬系での促進酸化分解法と考えられる。

すなわち，超音波照射により過酸化水素の供給が可能で，

しかも生成した過酸化水素は紫外線照射により直ちに OH

ラジカルとなるので残存過酸化水素の処理が不要のため，

より効率的で環境に優しい分解方法といえる。

クリーニング廃液処理装置への適用例

富士電機は，超音波複合分解の一適用例として，揮発性

有機塩素化合物の一種である，パークレンを含有するドラ

イクリーニング廃液処理装置を開発している。

図５に装置の外観を示す。装置はステンレス鋼製の処理

容器（構造は図３参照）および超音波と紫外線の照射など

を制御する制御部で構成されている。

パークレンは現在日本では法律により，表２に示すよう

（2）

（1）

（8）

UV
H2O2 2・OH
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表１　主要な酸化剤の酸化力の比較 

反　応 
酸化電位 
（V） 

2.87 

2.80 

2.07 

1.77 

1.67 

1.36 

1.23

酸化剤 

ふっ素 

ヒドロキシルラジカル 
（OH ラジカル） 

オゾン 

過酸化水素 

過マンガン酸 

塩　素 

酸　素 

F2＋2e＝2F
－ 

 

O3＋2H
＋＋2e＝H2O＋O2 

H2O2＋2H
＋＋2e＝2H2O 

MnO4
－＋8H＋＋5e＝Mn2＋＋4H2O 

Cl2＋2e＝Cl
－ 

O2＋4H
＋＋2e＝2H2O

・OH＋H＋＋e＝H2O

増幅器 発信器 

紫外線ランプ 

キャビテーション気泡 

試料溶液 

反応容器 

超音波の振動方向 

超音波 

リング状振動子 

図３　超音波複合分解装置の概略

試料分子 
（液相） 分解 

困難 

キャビテーション 
気泡 

超音波 紫外線 

分解 
困難 

分解 

液相 

分解 

再結合 
 

気泡 
界面 

・ OH H2O2 
（酸化力小） 

H2O
・      
（液相） 
OH

図４　液相試料分子の超音波複合分解のメカニズム

紫外線ランプ 

処理容器 

制御部 

振動子 

図５　クリーニング廃液処理装置の外観
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な環境への排出基準が設けられている。

上記排出基準を遵守するため，現在，ばっ気法，蒸発法，

活性炭吸着法が主流で廃液処理が実施されているが，表３

に示すように環境への影響で課題があり，富士電機の超音

波複合分解法が有利であることが分かる。

４.１ 装置の目標仕様

表４にクリーニング廃液処理装置の目標仕様を示す。

４.２ 装置の処理性能

図５の装置を用い下記条件にて，①超音波のみ照射，②

紫外線のみ照射，③超音波と紫外線を同時照射（超音波複

合分解）の三つの異なる処理を行ったときの結果を図６に

示す。

（試験条件）

™試料水：約 100mg/Lパークレン水溶液，3 L

™超音波：400 kHz，100W リング状振動子

™紫外線：13W UVランプ（波長 254 nm）

図６から，超音波照射と紫外線照射による分解ではとも

にパークレンの排出基準 0.1mg/Lまでの分解ができず，

低濃度域で分解速度が低下する傾向が見られた。一方，超

音波複合分解では約 120 分で排水基準以下の低濃度まで分

解可能（99 ％以上）であることを確認した。

また次の反応式 から理論的には，１分子のパークレン

を超音波複合分解すると，生成する OHラジカルにより，

４分子の塩素イオンが生成する。

……

上記試験結果において生成した塩素イオンは，理論値の

98 ％であったことから，ほぼ完全にパークレンは無機化，

無害化されたものと思われる。

このことから，超音波複合分解によりパークレンを効率

分解できることを確認した。

４.３ 装置の構成・運転例

図７にクリーニング廃液処理装置の構成・運転例を示す。

廃液の注排水の方式により，手動方式と自動方式の 2 種類

の装置構成が可能であり，おのおの表５のような構成，処

理工程となる。

上記，手動方式は構成を簡易にできるので安価な装置と

なり，１日の処理量が数 L以下の小規模店舗用に適用で

きる。一方，自動方式は自動運転が可能となるので，１日

の処理量が 20 L 程度の中規模店舗用に適用が可能と思わ

れる。

なお，１日の処理量が 20 L 以上の大規模店舗用など，

大容量処理用としては，

™処理容器を並列に複数台連結し同時に処理を実施

™処理容器を直列に複数台連結し，連続通水処理を実施

のいずれかの構成とすることで適用が可能となると思われ，

今後，検討を予定している。

４.４ 装置の運転コストの試算

装置の運転コストの大部分が超音波と紫外線などを駆

動・制御するための電気代であるため，

1 kWhの電気代を 25 円，装置の消費電力を 200W，廃

液を 3 L 処理する所要時間を 2 時間，１日の処理量を 12 L，

１か月に 20 日間運転するとし計算すると，

（1）
炭酸ガス パークレン 水素イオン 

C2Cl4 2CO2 4H＋ ＋ 
塩素イオン 

4Cl－ ＋ 4・OH＋ 

（1）
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パ
ー
ク
レ
ン
濃
度
（
m
g
/L
）
 

1,000

100

10

1

0.1

0.01
1501209060300

照射時間（min） 

超音波複合分解 
排水基準 

紫外線照射 

超音波照射 

図６　超音波複合分解装置の処理性能データ

表２　パークレンの環境排出基準 

法　律 

大気汚染防止法 

水質汚濁防止法など 

排出形態 

大気放散 

下水放流 

＊洗濯能力 30 kg 以上/回のパークレン使用ドライクリーニング機の 
　排気が対象。条例により能力にかかわらず排気基準が設けられている 
　地域あり。 

排出基準 

0.1 mg/L 以下 

既設：500 mg/m3 以下＊ 
新設：300 mg/m3 以下＊ 

表３　パークレン廃液処理方法の比較 

大気放出 

なし 

あり 

あり 

なし 

処理方法 

超音波複合分解法 

ば　っ　気　法 

蒸　　発　　法 

活 性 炭 吸 着 法 

環境への影響など 

密閉容器で分解・無害化 
　のため問題なし 

大気にパークレン放出 
排水基準達成困難時あり 

大気にパークレン放出 
悪臭発生の恐れあり 

産廃発生（焼却，埋立て） 
活性炭寿命管理難 

下水排水 

あり 

あり 

なし 

あり 

表４　クリーニング廃液処理装置の目標仕様 

処　　理　　量 

処理廃液 
パークレン濃度 

＊30 kg 処理用ドライ機で 3 L 廃液が排出されると仮定 

処　理　時　間 

処　理　性　能 

容　器　寸　法 

制 御 部 寸 法 

本　体　質　量 

消　費　電　力 

3 L/回＊ 

150 mg/L 以下　　　　　　　　 
（パークレン粒を含有しないこと） 

3 時間以内/回 

0.1 mg/L 以下 
（下水排水基準） 

幅 300 ×奥行き 300 ×高さ 1,000（mm）以下 

幅 300 ×奥行き 500 ×高さ 300（mm）以下 

10 kg 以下 

AC 100 V，200 W 以下 
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25 円×（200W/1,000W）×2時間×（12 L/3 L）

×20 日間＝ 800 円/月

から，1,000 円程度/月となり，本装置は従来法と同等もし

くは，より低コストで運転が可能である。

他用途への適用例

超音波複合分解装置の他用途への適用例としては下記の

ような処理が考えられる。

™病院などでのホルマリンなど含有廃液の処理

™電子・精密機器工場などでの洗浄廃液の処理

™有機塩素化合物などで汚染された地下水の処理

今後，上記適用の可能性について検討を行っていく予定

である。

あとがき

超音波と紫外線の効果を組み合わせた超音波複合分解装

置の分解メカニズム，装置の概要，およびクリーニング廃

液処理装置への適用例について解説した。本装置は小型，

低コスト，無試薬で廃液中の有害物質を効率分解でき，特

に小・中容量処理施設でのオンサイト設置に適している。

今後は，超音波および紫外線の照射条件の最適化など，

分解効率の向上を目指し製品化を進めるとともに，他用途

への適用検討を進めていく所存である。
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注排水・自動方式 中規模店舗用（20 L程度/日） 
自動運転可能 

注排水・手動方式 小規模店舗用（数L以下/日） 
装置安価 

注水レベル線 
（容器ふたを取り， 
　注水レベルまで 
　手動注入） 

下水へ放流 
（排水基準の 
　達成を確認後） 

紫外線ランプ 

制御部 制御部 

水位センサ 

処理水 
タンク 

排水 
電磁弁 

振動子 

処理容器 

紫外線ランプ 

注入 
電磁弁 

リリース 
電磁弁 

　ストレーナ 
 （糸くずなど 
　 除去） 

貯留タンク 

廃液 
供給 

排水基準の 
達成を確認後， 
下水へ放流 

処理容器 

振動子 

排水弁 
（手動バルブ） 

図７　クリーニング廃液処理装置の構成・運転例

表５　廃液処理装置の構成・処理工程の例 

注排水方式 

基本構成 
（図7参照） 

処理工程 

＊１パークレン排水基準達成の確認。未達時は再び分解工程を実施。 
＊2必要に応じ放流前に処理水の中和処理を実施。 

手動方式 

処理容器＋制御部 
（本体），排水弁 

注水工程 
↓ 

分解工程 
↓ 

確認工程＊1 

↓ 
排水・放流工程＊2 

 
 
 

（分解工程は自動） 

自動方式 

本体，電磁弁，水位センサ， 
貯留・処理水タンク 

注水工程 
↓ 

分解工程 
↓ 

排水工程 
↓ 

確認工程＊1 
↓ 

下水放流工程＊2 
 

（注水－排水工程は自動） 
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まえがき

e-Japan 構想に基づいて国土交通省が推進している

CALS/EC（Continuous Acquisition and Life-cycle Sup-

port/Electronic Commerce：公共事業支援統合情報シス

テム）は，公共事業の計画・設計・入札から工事・維持管

理に至る全プロセスの情報を電子化・共有し，開発期間短

縮，コスト削減，品質向上などを図るものである。2003

年度から国土交通省全直轄事業，2010 年度までに自治体

を含むすべての公共事業への導入を目標とした地方展開ア

クションプログラム（図１）が設定されている。

フェーズ 1（1996 ～ 1998 年度）で電子データ標準化の

研究や試行を行い，フェーズ 2（1999 ～ 2001 年度）で電

子入札や電子納品など標準電子データの運用を部分的に開

始した。

システム構築の観点からは，CALS/ECは発注者（G：

Government）側システムにとどまらず，受注者（B：

Business）側システムを必要とする。すなわち，公共事業

にかかわる国・自治体をはじめ，国内 60 万の建設関連企

業が参加して電子情報を交換共有する G to B to Bシステ

ムである。地方展開アクションプログラムの設定に伴い，

発注者側・受注者側ともに対応システムの整備に着手し始

めた。

CALS/ECシステムの機能として，一般に電子入札・電

子納品の部分が注目されがちである。しかし，CALS/EC

の目標を達成するためには，積算内訳書や図面の電子化だ

けでは不十分である。建設現場のさまざまなエンジニアリ

ング情報の標準化を進めて，エンジニアリング業務の抜本

的な構造改革につなげる活動が必要である。

本稿では，富士電機が電子自治体や道路事業関連の

CALS/EC 対応システム開発，および自社の CALS/EC 対

応体制整備を通じて得た知見に基づき，建設エンジニアリ

ング業務構造改革の基礎となる情報の標準化，および

XML（eXtensible Markup Language）Schema（XMLス

キーマ）を応用した実装について紹介する。

情報の標準化とXML

２.１ CALS/ECと情報標準化

業務構造改革に継続して取り組んでいくためには，業務

プロセスの間で授受されるエンジニアリング情報をオープ

ンな形で標準化することが重要である。

インターネット時代には，社内や特定の取引先との間だ

けで取引規約を策定することはふさわしくない。ISO

（International Organization for Standardization）などの

国際標準や業界標準などの公開された規約を取り入れた

オープンな標準化とすべきである。オープンであることに

より，関係者はパソコンなどの機器を自由に組み合わせて

安価にシステムを構築・拡張することができる。

公共事業で開発される施設のライフサイクルは，一般に

20 年以上の長期にわたる。ITが進歩するスピードに比べ

れば，余りにも長期といえよう。これまで，アプリケー

ションプログラムが「バージョンアップ」され，それまで

蓄積されたデータが使えなくなることがしばしばあった。

その都度データを入力し直すこともあった。
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関においてCALSを 
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図１　CALS/EC地方展開アクションプログラム
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「標準化」に基づいて IT 投資を進めていくことで，長

期にわたってエンジニアリング情報を使い続けることが可

能となり，投資の無駄を防ぐことができる。これからは，

エンジニアリング情報などのコンテンツが標準化され，多

様なアプリケーションプログラムがその周辺に開発される

時代になる。

すなわち，CALS/ECは，建設エンジニアリング情報に

国家レベルで標準化の筋を通すことにより建設業務構造改

革を促すものであるということができる。

２.２ XMLの概要

コンテンツの標準化を進めるうえで，重要な役割を演ず

るのが XML（図２）である。

XML1.0の仕様は，1998 年 2 月に W3C（World Wide

Web Consortium：インターネット技術の標準化団体）の

勧告として公開された。

XMLは，その親となる SGML（Standard Generalized

Markup Language）と同様，文書の自動処理を容易にす

るために情報の構成や中身を説明するデータ記述言語の規

格である。SGMLとの違いは，XMLは文書およびその

データ記述情報をインターネットで容易に交換できるよう

軽量化された点にある。XMLは，HTML（Hyper Text

Markup Language）に代表されるインターネットでの

データ配信技術と SGMLの文書データ記述方式が融合し

たもので，電子データをインターネットで効率よく交換・

共有するための規格である。

XMLは，次のような特徴を持っている。

任意の電子データ（例えば，伝票，帳票，完成図書な

ど）の構成を「タグ」と呼ばれるマークを使って表現で

きる。項目を二次元の表に限らず任意の階層構造にグ

ループ化して記述できる。

「タグ」はあらかじめ規定されているもののほかに，

利用者が自由に設定することが可能であり，それぞれの

タグに対して特定の意味づけができる。

タグに特定の意味づけができることにより，電子デー

タの構成が明確になるとともに，コンピュータで電子

データの作成・検索・抽出・改訂が容易に行える。

電子データの構成は DTD（Document Type Defini-

tion）や XMLスキーマなどの言語を用いて記述し，標準

化することができる。

これらの特徴を生かすことにより，エンジニアリング情

報を「標準化」するための規約を文書として明示し共有す

ることができる。さらにコンピュータを使って，個々のエ

ンジニアリング情報が標準規約に基づいて作成されている

か精査することができ，また多数の発注者や受注者の間で

おのおのが使用するアプリケーションプログラムにかかわ

りなくエンジニアリング情報を交換・共有することができ

るようになる。オープンな情報標準化を進めるうえで，

XML技術は不可欠なものである。

２.３ XMLスキーマ

エンジニアリング情報の標準化規約は，業務構造改革の

過程で重要な成果品の一つになる。情報の標準化規約を具

体的に記述するには，上記のように DTDや XMLスキー

マを用いる。XMLスキーマは，W3Cによって 2001 年に

策定された新しい言語である。

当初は，XMLのデータ構成定義のために DTDが使用

されていたが，主にマニュアルなどのドキュメントを対象

としていた。エンジニアリング情報などのデータ構成を定

義しようとすると DTDの機能では不十分であるため，

XMLスキーマが生まれた。

XMLスキーマの主な特徴を以下に記す。従来から使わ

れてきた DTDに比べて数々の改善がなされている。

数値，日付などさまざまなデータ型を持つ。このため，

電子データが標準規約に合致しているかの検証をコン

ピュータに任せることができる。また，データの識別性

が増すので，積算や受発注などのアプリケーションプロ

グラムを効率よく開発することができる。

「名前空間」をサポートする。異なる XMLスキーマ

で定義された複数の XML情報標準を取り込んで扱うこ

とができるようになる。

XMLスキーマの表記方法が XML文書と同じである。

このため習得しやすい。

建設 ITにおけるXMLの応用事例

３.１ CALS/EC標準

国土交通省は，CALS/ECに関連して以下のようなエン

ジニアリング情報の標準化と運用を進めている。

地質調査資料整理要領（案）

CAD（Computer Aided Design）製図基準（案）

工事完成図書の電子納品要領（案）

ディジタル写真管理情報基準（案）

土木設計業務などの電子納品要領（案）

電子納品運用ガイドライン（案）

現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン

（案）

例えば，土木工事の工事写真を電子データで提出する際

の基準として，ディジタル写真管理情報基準（案）を制定
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図２　XMLの位置づけ
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し，1999 年 8 月から運用を開始した。電子媒体の種類，

ディジタル写真に対する要求品質，管理ファイルの仕様と

ファイル形式などが定められている。

標準化対象項目のうち XMLがかかわっているものを表

１に示す。表の中で下線を付した部分が，XML化されて

いる。

公共事業の受注者側は，建設プロジェクトにおける電子

成果品とその管理情報（インデックス）を一つの文書とし

て電子化し納品する。発注者側は，この管理情報を調達物

件（施工物件）の維持管理データベースシステムに入力し

て工事完成図書を活用する。XML管理情報は，電子成果

品の中身を分類するための荷札に相当し，異なるデータ

ベースシステム間でのデータの移動（受注者から発注者へ

の提出）に際して使用される（図３）。

今後，XML管理情報を付与した成果品の電子化は，写

真（JPEG：Joint Photographic Experts Group）だけでな

く，発注図（CAD），工事打合せ簿（文書），施工計画書

（文書），完成図（CAD）などへも順次適用されていく。

電子成果品の管理情報の XML 化は，CALS/EC での

XML利用の第一歩である。

３.２ 文書のインデックス

富士電機では，受注者側の業務プロセス分析を通して，

XML化できるエンジニアリング情報とその業務の抽出を

行った。ここでは，文書のインデックスおよび変更履歴と

しての XML応用について述べる。

受注者側では，案件にかかわるさまざまな情報が分散し

て保存されている。営業情報（発注者名，登録コード，契

約情報など），エンジニアリング情報（CADデータ，画像

データ，アプリケーションデータなど），ナレッジ（さま

ざまな当該業務にかかわる営業メモや業務遂行上のメモな

ど）が管理されている。

これらの情報に頻繁に登録・削除・復元したり，ある

データベースから情報を取り出して別のシステムで利用す

ることもある。

生産性向上の視点から情報管理を考えると，以下のよう

な要望があり，その解決策として，業務案件単位に，必要

なエンジニアリング情報を一つの XML文書の形でまとめ

る方法で対応した。

業務案件ごとに必要な情報を整理したい。

XMLは任意の電子データの構成を「タグ」を使って表

現し，それぞれのタグに対して特定の意味づけができるの

で，情報を管理するのに優れている。

いつでも復元可能な形で情報を長期保存したい。

XMLはテキスト形式で管理されるため復元が簡単であ

り，特定のアプリケーションソフトウェアに依存しないた

め長期間の保存にも有効である。

異なるシステム間で情報を交換したい。

XMLは電子データの構成を DTDや XMLスキーマで

規定するため，異なるシステム間で情報の意味を正しく交

換するのに有効である。

図３で説明した電子納品管理の考え方を分散したエンジ

ニアリング情報管理に適用したものである。

３.３ 文書の変更履歴

建設現場でグループウェアなどのコミュニケーションシ

ステムを使えば，工事途上の承認行為や関係者間のやりと

りはすべて処理でき，紙は不要となる。ただし，工事が終

われば，グループウェアの運用は停止される。システム上

で行ってきた承認行為の記録の保存は従来問題となってい

た。グループウェア独自のデータベース形式で長期間保存

することはできない。

そこで，グループウェアに登録された履歴情報をグルー

プウェアがなくても閲覧できるように XML化しておけば，

そこで生まれた知的資産を保存し活用することができる。

XMLを利用しないと，紙または PDF（Portable Docu-

ment Format）などに改めて印刷する必要が生じる。

また，XML化しておけば簡単なプログラムで必要な履
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表１　XML 化される CALS/EC 標準化対象項目 

標準化の対象項目 

入 札 契 約 情 報 
 
 
 
 
 
設 計 業 務 情 報 
 
 
 
 
 
設 計 業 務 情 報 
施 工 業 務 情 報 
 
 
 

施 工 業 務 情 報 
 
 
 
 
CAD データ交換 

電子調達システムの開発 
™契約および入札関連仕様の標準化 
™運用ルールの策定 
™適合性試験の実施 
™電子認証システムとの調整 

電子納品要領の策定 
™属性情報（管理項目） 
™フォルダ構成とファイル仕様 
™提出電子媒体 
ボーリング柱状図作成要領の策定 

ディジタル写真管理基準の策定 
™属性情報（管理項目） 
™フォルダ構成とファイル仕様 
™提出電子媒体 

電子納品要領の策定 
™属性情報（管理項目） 
™フォルダ構成とファイル仕様 
™提出電子媒体 

ISO/STEP 準拠の二次元 CAD 形状 
データ交換基準の開発 
™図形データフォーマット 
™ラスタデータ交換仕様 

内　容 

エンジニアリング情報 
　発注図（CAD） 
　打合せ簿（文書） 
　施工計画書（文書） 
　完成図（CAD） 
　工事写真（JPEG） 

インデックス情報 

文書・図面・写真 

XMLインスタンス 

外部実体 

文書内容に付く分類用の荷札 

図３　XMLインデックス情報
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歴情報を抽出して表示することも可能になる。

道路事業でのXML応用事例

道路事業における業務プロセスを整理しながらエンジニ

アリング情報の標準化を進めている事例を紹介する。現在，

富士電機も参画して，道路エンジニアリング情報の標準規

約を国内初の試みとして XMLスキーマを使って作成して

いる。エンジニアリング文書やそのインデックスを XML

化することは，従来から行われている。今回の作業は，単

なる文書から道路構造モデルに踏み込んで XML化してい

るという点で画期的な試みである。標準モデルの周辺にさ

まざまなアプリケーションが開発され利用されることが期

待されている。

本活動の目的は，以下に記すように道路事業の各段階に

おける効率的なエンジニアリング情報の交換を実現するこ

とである。

上流プロセスで発生し下流プロセスで必要となるすべ

てのデータ項目を XMLで表記して保存し，情報を変

換・連携・共有・再利用する。

CAD化された形状の情報に加えて，設計値・数量な

どの図形以外の情報を含めた統合的なデータを作成し交

換・蓄積する。

データ入力の効率化や入力データの欠落を防ぐ。

データ収集および作成において精度を向上させる。

既存の CADや GIS（Geographical Information Sys-

tem）に関する仕様やモデルと整合させる。

道路事業の維持管理プロセスに必要なすべてのデータ

を保存する保全データベースや工事管理支援システムと

連携させる。

作業は，「業務機能モデル」の作成，「道路構造モデル」

の作成，モデルに基づく「データ交換仕様」の策定という

手順で進められている（図４）。

業務機能モデルは，道路事業の業務プロセスとそれらの

間で流通する文書を明示したモデルである。

道路構造モデルは，道路事業に関するエンジニアリング

情報のモデルである。上記の業務機能モデルと照らし合わ

せて，情報項目の過不足を確認しながら作成する。モデル

を分かりやすく表現し，なおかつコンピュータで処理しや

すくするために UML（Unified Modeling Language）と

いう手法を使って表記している。

データ交換の標準規約は，上記の道路構造モデルに基づ

き XMLスキーマの形式で記述したものである。

オープンな標準策定という観点からは，維持管理や道路

GISへのデータ交換を考慮して ISOに準拠することにし

ている。座標表現，位置参照，基本幾何形状要素などの表

現は，ISOの空間スキーマを採用し，今回の作業では独自

に定義していない。道路事業分野に特化した部分のみを

XMLスキーマを使って定義している。

今後は，設計や工事の業務分析を反映して道路構造モデ

ルを精査・修正し，XMLスキーマを改良するとともに，

道路事業のサンプルデータを用いた実証実験によって実用

の検証を行う予定である。

あとがき

CALS/ECの本格的な運用を目前にして，建設分野でも

IT（Information Technology）投資が進むであろう。そ

の際，本稿で述べたエンジニアリング情報の標準化と業務

構造改革をセットにして，ネットワークを活用した電子取

引やナレッジマネジメントを導入すれば，事業のスピード

アップと生産性向上の効果を最大限に引き出すことが可能

となる。

参考文献

国土交通省 CALS/ECホームページ．〈http://www.mlit.

go.jp/tec/cals/〉．

W3C（World Wide Web Consortium）ホームページ．

〈http://www.w3.org/〉．

XML 情報．〈http://www.w3.org/XML/〉．

XML Schema 情報．〈 http://www.w3.org/XML/Sche

ma〉．
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解　説 燃料電池（Fuel Cell）

１. りん酸形燃料電池（PAFC）

電解質であるりん酸水溶液を含んだマトリックスの

両側に燃料極（アノード）と空気極（カソード）を配

置し，燃料である水素（通常は都市ガスなどの炭化水

素を触媒の存在下で水蒸気と反応させた改質ガスを利

用）と酸素（空気中の酸素）を供給する。改質ガス中

の水素は白金触媒上で水素イオンとなり電子を放出す

る。水素イオンは電解質中を空気極まで拡散していき，

白金触媒上で酸素と反応して水となる。両電極を導線

でつなぐことで電子が流れ，外部に電力を取り出せる。

燃料電池は燃料（主に水素）の酸化反応をアノード

反応とカソード反応の二つの電気化学反応に分けて

行っている。このため，①アノード，カソード両極は

電子導電性が高く，電気抵抗が小さい，②イオン導電

性が高く，電子導電性が低い電解質と両極が接触し，

電解質中を電荷がイオンによって輸送される，③水素，

酸素は両極に供給され，電極触媒（固体），水素また

は酸素（気体），電解質（液体）の三相が接触するい

わゆる三相界面で反応が起こる，④水素と酸素の直接

接触が起こらないなどの条件が必要であり，これらを

満足させる電極構造として開発されたのがガス拡散電

極である。

単電池（セル）の出力電圧は無負荷状態で 1V 程度

であり，電流密度を上げて通常 0.6 ～ 0.7 V/セルを定

格点として設計される。無負荷電圧と実際の電圧との

差は熱エネルギーとして放出され，定格点での熱電比

は約 1：1となり，電池本体の発電効率は 50 ％となる。

この電池本体の発電効率は，電池面積によらないので，

燃料電池は本質的に小容量でも効率が高いことになる。

実用出力を得るためには，単セルを数十枚から数百枚

直列に積層して積層電池（スタック）として用いる。

ちなみにりん酸形燃料電池（PAFC：Phosphoric

Acid Fuel Cell）では単セルを積み重ねる構造，固体

高分子形燃料電池では単セルを横にバインドする構造

を採用している。

（関連論文：285 ～ 287ページ）

りん酸 
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セ
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電
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（
V
） 

図１　りん酸形燃料電池の発電原理 

図２　燃料電池  　　特性の概念 -I V

２. 固体高分子形燃料電池（PEFC）

燃料電池の発電部（セル）は，燃料から電子を奪い

水素イオンを生成するアノード（燃料極）と水素イオ

ンと酸素と電子で水を生成するカソード（空気極），

およびその間の電子絶縁性があり水素イオンを通過さ

せる電解質層で構成されている。電解質層としてイオ

ン交換膜を使用した燃料電池が固体高分子形燃料電池

（PEFC：Polymer Electrolyte Fuel Cell）である。

固体分子形燃料電池の特徴は次のとおりである。

イオン交換膜使用→出力密度が高い

運転温度が低い→材料選定に有利

→室温から発電可能

燃料は用途によって，水素，都市ガスやメタノール

から生成させた水素，およびメタノールである。上記

の特徴から，固体高分子形燃料電池は自動車用，家庭

（2）

（1）

や業務用コージェネレーション装置，二次電池代替の

携帯機器用電源として開発が加速されている。

（関連論文：291 ～ 294ページ）
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図３　固体高分子形燃料電池のセルの模式図 
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地球環境問題がクローズアップされる中，新エネルギー導入によ

る温暖化ガス（特に二酸化炭素）の削減に期待が集まっている。本

稿では新エネルギーの日本における現状と導入目標について紹介す

る。さらに，富士電機の太陽電池開発，燃料電池への取組みについ

て，現状の課題と展望を含め紹介する。

新エネルギーの現状と展望

蟹江　範雄 中島　憲之

富士時報 Vol.75 No.5 p.263-267（2002）

太陽電池開発の歴史，最近の市場動向を紹介する。1997年に世界

の生産量は 100MW/年へ，2000 年には 300MW/年へと急速に拡大

している。これは，世界各国が導入促進のためのインセンティブを

提供し始めたことが最も大きい。本格的な普及にはコストを現状の

1/2とすることが必要と考えている。このため，富士電機は，量産

性に優れたフィルム基板太陽電池の開発に取り組んでいる。ここ 5

年間で製膜速度は 10 倍に進歩，屋外発電期間が 3 年を超え，加速

試験結果と合わせて屋外の耐久性にめどがついた。

太陽電池開発の動向と展望

吉田　　隆 藤掛　伸二

富士時報 Vol.75 No.5 p.268-271（2002）

プラスチックフィルムを基板とした SCAF構造のアモルファス

シリコン太陽電池と結晶シリコン太陽電池との発電特性比較を行い，

アモルファスシリコン太陽電池は結晶シリコン太陽電池と比較して，

容量あたりの年間発電量が 1 割以上高いことを確認した。また，発

電量に及ぼす設置方位や設置角度の影響も評価した。さらに，表面

をガラスで覆った従来型モジュールと表面のガラスを削除した瓦一

体型モジュールのフィールドテストを実施し，モジュール封止構造

を変えても発電性能に差が見られないことを確認した。

アモルファスシリコン太陽電池の屋外発電特性

井原　卓郎 西原　啓徳

富士時報 Vol.75 No.5 p.272-276（2002）

鉄道において駅舎のホーム屋根スペースの有効活用は大きなメ

リットとなる。屋根材の更新に際し建材一体型太陽電池を適用した

京王電鉄（株）明大前駅と若葉台駅の実績をもとに特長を紹介する。

太陽電池はアモルファスシリコンのセルを鋼板に張り付けた構造

で比較的軽量であり，屋根の既設支持構造材の強化が不要である。

電車の電磁波ノイズの測定を行い太陽電池に影響がないことを確

認した。発電電力量データから算出したシステム利用率の値から順

調な運転状態と判断できる。

建材一体型太陽電池の鉄道施設への適用

仙田　　要 牧野　喜郎

富士時報 Vol.75 No.5 p.277-280（2002）

富士電機は，富士電機能力開発センターの研修所にアモルファス

太陽光発電システム，りん酸形燃料電池発電システム，マイクロガ

スタービンなどの新エネルギー，コージェネレーション設備，さら

にこれらを統括管理するエネルギー運用システムを導入した。本シ

ステムは環境負荷の低減，エネルギー利用効率の向上を目指して運

転される。今後は各種データを蓄積し，エネルギー利用効率が向上

するような運転実証を行う予定である。

富士電機能力開発センターの新エネルギー発電システム

堀内　義実 西原　啓徳 氏家　　孝

富士時報 Vol.75 No.5 p.281-284（2002）

富士電機が開発を行っているりん酸形燃料電池（PAFC），固体

高分子形燃料電池（PEFC）の開発動向と今後の展望について述べ

る。PAFCは1998年から納入をしてきた 100 kW 第一次商品機

（FP100E）が高い信頼性と高稼動率で運転されており，2001年から

は第二次商品機（FP-100F）の販売を開始した。PEFCは，スタッ

ク単体では 10,000 時間を超える運転評価を行い，発電装置として

は都市ガス燃料の 1 kW 級システムを試作・評価して連続で約

1,000 時間の運転を行うなど，実用化開発を加速している。

燃料電池開発の動向と展望

古庄　　昇 工藤 飛良生 吉岡　　浩

富士時報 Vol.75 No.5 p.285-287（2002）

富士電機は現在，低コスト化，耐久性の向上，高機能化を図った

第二次商品機の販売と開発を進めている。その 1 台目を富士電機能

力開発センターへ出荷した。その適用例を示す。1998 年から出荷

を開始した第一次商品機はこれまでに 9 台を出荷し，稼動率は

98 ％以上を示し順調に運転を継続中である。その設置例としてオ

フィスビルへの適用例を示す。

りん酸形燃料電池発電技術の開発と納入状況

長谷川 雅一 氏家　　孝

富士時報 Vol.75 No.5 p.288-290（2002）

固体高分子形燃料電池（PEFC）発電システムの実用化に向け，

定置型燃料電池システムの実証と課題抽出のために，都市ガスを原

燃料とする 1 kW級の PEFCシステムを試作して評価した。このシ

ステムおよび適用した改質ガス用電池スタックの構成について説明

する。また，システムの性能評価，連続運転試験結果および改質ガ

ス用電池スタックの単セル耐久性評価，本システム用 1kW級電池

スタックの性能についても概説する。

固体高分子形燃料電池の開発

瀬谷　彰利 大賀　俊輔

富士時報 Vol.75 No.5 p.291-294（2002）
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Abstracts (Fuji Electric Journal)

This paper describes the history and recent market trends of solar
cell development. The output in the world increased to 100 MW/y in
1997 and rapidly to 300 MW/y in 2000. This was mostly due to the fact
that more countries in the world have started providing incentives to
accelerate introduction. To diffuse solar cells on a full scale, we con-
sider the cost has to be reduced to a half of the present. Fuji Electric,
therefore, has tackled the development of film substrate solar cells
superior in mass productivity. The deposition rate has increased to ten
times these five years. The outdoor generation test period exceeding
three years together with the result of acceleration tests has proved
the outdoor durability of film substrate solar cells.

Trends and Prospects of Solar Cell Development

Takashi Yoshida Shinji Fujikake

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.268-271  (2002)

As the problem of the global environment comes in the spotlight,
the introduction of new energy is much expected to reduce the warm-
ing gas, especially carbon dioxide. This paper describes the present
status and introduction target of new energy, and also refers to the pre-
sent problems and prospects for Fuji Electric’s development of new
energy, including solar cells and fuel cells.

Present Status and Prospects for New Energy

Norio Kanie Noriyuki Nakajima

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.263-267  (2002)

The effective use of the roof surface of platforms is very advanta-
geous to railways. This paper describes the features of the solar cells
combined with roof material, which were applied to Meidaimae and
Wakabadai Stations, Keio Electric Railway, in replacing the roof mater-
ial. The solar cells, amorphous silicon cells stuck on steel plates, are
comparatively light in weight and do not require reinforcing the exist-
ing roof-supporting structures. The measurement of train electromag-
netic noise proved no influence on the solar cells. Their operation can
be judged to be satisfactory from the capacity factor calculated using
output energy data.

Application of Solar Cells Combined with Roof
Material to Railway Stations

Kaname Senda Yoshirou Makino

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.277-280  (2002)

The generation characteristics of an amorphous-silicon solar cell of
SCAF (series-connection through apertures formed on film) construc-
tion on a plastic film substrate and a crystal-silicon solar cell were com-
pared. The comparison proved that the output energy per capacity a
year of the former is higher than that of the latter by more than 10%.
Also, the effects of the azimuth angle and the tilt angle on output
energy were evaluated. Further, field tests were applied to a conven-
tional-type module having the surface covered with glass and a module
integrated with the tile by omitting the surface glass. They proved that
change in the sealing construction of modules made no difference in
output efficiency.

Outdoor Performance Studies of Amorphous-Silicon
Solar Cells

Takuro Ihara Hironori Nishihara

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.272-276  (2002)

This paper describes the development trends and future prospects
of the phosphoric acid fuel cell (PAFC) and the polymer electrolyte fuel
cell (PEFC) that Fuji Electric has been developing. Regarding the
PAFC, the first commercial type of 100 kW (FP-100E) supplied from
1998 has been in operation with high reliability and the high rate of
operation, and the marketing of the second commercial type (FP-100F)
was started in 2001. The PEFC is under accelerated development for
putting to practical use; for example, a single stack underwent opera-
tional evaluation exceeding 10,000 hours, and a power unit of the 1-kW
class using city gas for fuel was made on an experimental basis and
continuously operated about 1,000 hours.

Trends and Prospects of Fuel Cell Development

Noboru Furushou Hirao Kudo Hiroshi Yoshioka

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.285-287  (2002)

Fuji Electric has introduced new-energy cogeneration equipment,
including an amorphous solar system, a phosphoric acid fuel-cell power
system, and a micro gas turbine, and in addition, an energy managing
system for integrated management of these systems. These systems
are operated aiming at reduction in environmental load and improve-
ment in energy utilization efficiency. From now on, demonstrative
operation will be carried out to accumulate various data and improve
energy utilization efficiency.

New-Energy Generation System for Fuji Electric
Human Resources Development Center

Yoshimi Horiuchi Hironori Nishihara Takashi Ujiie

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.281-284  (2002)

Aiming at demonstrating a stationary fuel-cell system and posing
problems thereof toward the practical use of polymer electrolyte fuel
cell (PEFC) power systems, Fuji Electric made a PEFC system of the
1-kW class using town gas as raw fuel on an experimental basis and
evaluated it. This paper describes this system and the reformed gas
type cell stack configuration. The evaluation of the system perfor-
mance, the evaluation of the continuous operation test result and the
single-cell durability of the cell stack for reformed gas, and the perfor-
mance of the cell stack of the 1-kW class for this system are also out-
lined.

Development of Polymer Electrolyte Fuel Cells

Akitoshi Seya Shunsuke Ohga

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.291-294  (2002)

Fuji Electric is now promoting marketing and development for the
second commercial type of phosphoric acid fuel cells which aims at
lower cost, higher durability, and advanced functions. The first unit was
delivered to Fuji Electric Human Resources Development Center. The
specifications applied are described in the paper. With regard to the
first commercial type supplied from 1998, nine units have so far been
shipped. They show the working ratio exceeding 98% and continue sat-
isfactory operation. The paper describes the case of application to an
office building as an installation example.

Development and Installation Achievements of
Phosphoric Acid Fuel Cells

Masakazu Hasegawa Takashi Ujiie

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.288-290  (2002)



循環型社会の構築に向けた法整備や技術開発，ビジネスの動きが

ある中で，環境調和型の石油代替エネルギー資源として，自然エネ

ルギーの中心となるのはバイオマスエネルギーといわれている。富

士電機では，1999 年から生ごみのメタン発酵ガスによるりん酸形

燃料電池の適用開発に着手し，2001 年から 2002 年にかけて，100

kWりん酸形燃料電池を生ごみバイオガスと下水消化ガスに適用し

たものを納入した。本稿では，生ごみメタン発酵設備と下水処理場

への導入事例について，そのシステムの概要について述べる。

バイオマスエネルギー利用の燃料電池の現状と展望

久保田 康幹 黒田　健一 秋山　幸司

富士時報 Vol.75 No.5 p.295-298（2002）

パルスチューブ冷凍機は，膨張機に可動部を持たず，構成がス

ターリング冷凍機と比較してシンプルなため，低振動で長寿命とい

う特徴を有している。このため，民生用，宇宙用として幅広い用途

が期待されている。今回，人工衛星搭載用などで培った技術をベー

スに支持機構にフレクシャベアリングを採用した対向ピストン型の

圧縮機とインライン型膨張機で構成される冷凍出力 2.5W（70K時）

の冷凍機を開発した。本稿では，構造上の特徴および代表的な性能

を紹介する。

小型パルスチューブ冷凍機

鴨下　友義 保川　幸雄 大嶋　恵司

富士時報 Vol.75 No.5 p.299-302（2002）

近年，有機塩素化合物などの有害物質による環境汚染が問題と

なっている。富士電機は超音波と紫外線の効果を組み合わせ，水中

の有害物質を低濃度レベルまで効率的に分解・無害化する超音波複

合分解装置を開発した。本稿では装置の構成・特長，分解のメカニ

ズム，およびクリーニング廃液処理装置への適用例について解説す

る。本装置は小型，低コスト，無試薬で廃液中の有害物質を効率分

解でき，特に小・中容量処理施設でのオンサイト設置に適している。

超音波複合分解装置

川上　幸次 田中　義郎 北出 雄二郎

富士時報 Vol.75 No.5 p.303-307（2002）

国土交通省が推進している CALS/ECは，地方展開アクション

プログラムが設定された。それに伴い，発注者側・受注者側ともに

対応システムの整備に着手し始めた。CALS/ECの目標を達成する

ためには，エンジニアリング情報の標準化に基づく業務の構造改革

が必要である。本稿では，富士電機が電子自治体や道路事業関連の

CALS/EC対応システム開発，および自社の CALS/EC対応体制整

備を通じて得た知見に基づき，建設エンジニアリング情報の標準化，

および XML Schemaを応用した実装について紹介する。

建設エンジニアリング情報標準化とXML応用

萩原　賢一 川上　一美 山本　隆彦

富士時報 Vol.75 No.5 p.308-311（2002）



A pulse tube cryocooler of simple structure without moving part in
the expander has the advantage over a stirling cryocooler of low vibra-
tion and long life. So its wide uses for space crafts and high-tempera-
ture superconductor devices are expected. Recently Fuji Electric has
developed a pulse tube cryocooler with cooling capacity of 2.5 W at 70
K, based on the technology of the stirling cryocooler for the space
craft. The cryocooler consists of a compressor with two opposite pis-
tons supported by flexure bearings and an in-line type pulse tube
expander. This paper describes the structural features and typical per-
formances of the new cryocooler.

Miniature Pulse Tube Cryocooler

Tomoyoshi Kamoshita Yukio Yasukawa Keishi Ohshima

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.299-302  (2002)

In the movements of legislation, technical development, and busi-
ness toward a recycling society, it is said biomass energy will be main
natural energy among environment-friendly energy resources replacing
petroleum. Fuji Electric started developing the application of a phos-
phoric acid fuel cell to biogas from anaerobic digestion of garbage in
1999 and supplied 100-kW phosphoric acid fuel cells applied to garbage
biogas and sludge digestion gas in 2001 and 2002. This paper outlines
the systems of power units introduced into the garbage anaerobic
digestion facility and the sludge treatment center.

Present Status and Trends of Fuel Cell Power Units
Using Biogas

Kokan Kubota Kenichi Kuroda Koji Akiyama

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.295-298  (2002)

The local promotion action program for CALS/EC (commerce at
light speed/electronic commerce) which the Ministry of Land,
Infrastructure and Transport is promoting has been established.
Following that, orderers and acceptors have started preparing systems
to meet the program. CALS/EC requires the standardization of engi-
neering information and a drastic structural reform. Fuji Electric has
acquired considerable knowledge through the system development to
meet the CALS/EC of electronic municipalities and road construction
works and the system preparation to meet the company’s own
CALS/EC. In this paper, the standardization of engineering information
on construction and implementation with XML (extensible markup lan-
guage) schema are examined on the basis of the knowledge.

Standardization of Engineering Information on
Construction and Implementation with XML
Schema

Kenichi Hagiwara Hitomi Kawakami Takahiko Yamamoto

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.308-311  (2002)
Recently, environmental pollution caused by harmful substances,

such as chlorinated organic compounds, has become a problem. Fuji
Electric has developed an apparatus to effectively decompose pollutant
in water to a low-concentration, non-toxic level using the interactive
effect of ultrasonic and ultraviolet irradiation. This paper describes the
components and merits of the apparatus, the mechanism of decomposi-
tion, and an application to wastewater treatment equipment for dry
cleaning. This apparatus is small in size, and can effectively decompose
pollutant in wastewater at low cost and with no reagent. It is suitable
for on-site equipment in a small- or medium-scale treatment facility.

Water Pollutant Decomposition Apparatus Using
Ultrasonic and Ultraviolet Irradiation

Kouji Kawakami Yoshio Tanaka Yujiro Kitaide

Fuji Electric Journal  Vol.75 No.5 p.303-307  (2002)
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お問合せ先：電機システムカンパニー エネルギーソリューション室 電話（03）5435-7183
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